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1 1894 年 7 月から 1896 年 2 月の間に推進された近代的改革運動で、在来の文物制度を近代的に改め
るなど、政治・経済・社会全般にわたって革新を断行した。しかし、改革の主体勢力の政権成立の他





































10 박인옥「国内の犯罪社会的費用年 158兆.. GDP16.2％に該当」『ファイナンシャルニュース』（2011





11 민상식・채상우「無期囚オ·ウォンチュンにかかる費用は」『ヘラルド経済』（2013 年 1 月 17 日）
ニュース面。 
12 2011年度の法務省所管矯正官署の要求額をみると、刑務官などの人件費を含めて計 2,282 億 6,000








































                                               















































































 図 0－2 本研究の追求すべき方向 































































































































収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律第 2 条 4 号）、いずれも刑事施設に収容されている










容者の 1 年間の平均人員で、1 年を単位として、1 日の平均刑事施設の収容人数を示す指標であ
る。すなわち、1 月 1 日から 12 月 31 日まで毎日収容人数の合計を 365 日で割った数値である。




のことをいい、「人口 10 万人当たり」とは、総人口/1 日の平均収容人員=100,000*X の比例式で
計算したものである。 
第４節 本稿の構成 


























































































表 0-1 本稿の構成と内容のまとめ 



















































































































                                               
15 法律第 8728 号（2007 年 12 月 21 日制定、2008 年 12 月 22 日施行、最終改正：2011 年 8 月 4 日法
律第 11005号）。 































                                               
17 韓国法務部矯正局「受刑者の分類処遇強化方策」（2006 年 3月）2～3頁。 































































































                                               
20 (1726〜1790）英国ロンドン近郊ハックニー生まれ。父親から受け継いだ財産で慈善活動を行う。
英国の刑務所の改良運動家で博愛主義者である。1775年から 2 年間、欧州各国の刑務所を視察して帰
ってきて「刑務所の状態（The State of the Prisons、1777 年）」を執筆して刑務所の改良運動の先
頭に立った。1866 年には英国にハワード協会が設立されたが、この協会は彼の人道主義に倣って、そ




















者の分類が開始された。1969 年 5月 13日には「矯正累進処遇規定」（法務部令第 111号）が制定・
施行され、矯正処遇における累進処遇制度23が導入されたものの、当時の分類処遇は 形式的なレ
ベルで行われたに過ぎず、受刑者のほとんどの処遇は累進処遇に重点を置いて運用された。その
後、1980 年「行刑法」第 4 次改正（法律第 3289 号）の際、分類審査の根拠規定を設けて、1991
                                                                                                                                                  
（http://www.doopedia.co.kr/doopedia/master/master.do?_method=view&MAS_IDX=101013000779936）
参照。 




22 第 67条（分類及び個別化）分類の目的は、以下のものでなければならない。a. 犯罪歴や悪い性格
により悪影響を与える可能性がある受刑者を他の受刑者から隔離すること。b. 受刑者の社会復帰のた
めの処遇を容易にするために受刑者をグループに分類すること。第 68 条 できるだけ異なるグループ
































1949 年 1 月 1 日施行）が制定されることになった25。同要綱では、医学、心理学、社会学、教育
学などの知識を取り入れた分類調査（処遇調査）を通じた「収容分類」が確立され、矯正管区に
よる収容区分の指定と行刑施設の特殊化・専門化（医療刑務所・女性刑務所など）が行われた。





                                               
24 小野議秀『監獄(刑務所)運営一二○年の歴史―明治・大正・昭和の行刑―』矯正協会（2009 年）
450頁。 
25 小野議秀「分類制度の発達」『犯罪と非行』第 135号（2003年 2 月）109～110 頁。福井徹「受刑者
の分類とその処遇、累進制との関連及びその將来」『矯正論集』矯正協会（1968年）370頁。 





























 警備等級制 誕生 
 
  韓国では、人権尊重の時代的潮流や国家人権委員会の発足(2001年 11月)とともに、矯正関係
法規の改正を含め、刑事施設の被収容者の人権に対する関心が国民の間で高まった。こうした中、
                                               
27 川原富良「分類処遇と段階処遇」『日本行刑の展開』一粒社（1993 年）81頁。 































                                               










設・受刑者処遇法における矯正の課題」『犯罪と非行』第 146 号（2005年 11月）20頁。 
34 韓国では、「分類があってもそれに相応しい処遇がない」という批判があり、日本では、収容分類
級と処遇分類級に基づいて処遇分類が行われているが、処遇分類が必ずしも有効に機能しているとは
























                                               
35 中根憲一「行刑改革―受刑者処遇の新たな展開―」『レファレンス』第 55巻 10 号（2005年 10月）
56 頁。 
36 藤本哲也「PFI刑務所の意義と展望」『法律のひろば』第 62巻 7号（2009年）4頁。 
37 名古屋刑務所で、2001 年から 2002年にかけて刑務官らが集団暴行で受刑者 3人を死傷させたとい
う刑事事件。革手錠付きベルトで腹部を締め、受刑者 2 人を死傷させたという「革手錠事件」と、肛
門に消防用ホースで放水して受刑者 1 人を死亡させたという「放水事件」などがある。両事件で 7 人
の刑務官に有罪判決が言い渡された。 
38 法務省は、名古屋刑務所事件をきっかけに行刑運営を根本的に検討するために民間有識者で構成さ
























図 1-2 韓日の分類処遇の構成図 






































































































                                               
41 조택현「警備等級別分類処遇運営システムの理解」『矯正』第 420 号（2011年 4月）33頁。 
42 法務部矯正本部「収容区分及び移送記録等に関する指針（例規 957 号）」（2010年）。 





表 1-1 警備等級別施設基準 
         等級別 
 区分 
開放施設 緩和警備施設 一般警備施設 重警備施設 
見張り台 ×   ○ 
電子警備システム ×   ○ 
主 壁 フェンス3.5m   コンクリート 5m 
主フェンス ×   高さ 3.5m 
大型検身機 ×   ○ 
主壁CCTV ×   ○ 
居室構成 混居   独居 
運動空間 大運動場、体育施設   居室に付く 個別運動場 
通用門 ×   ○ 
居 
室 
流し台 ×   ○ 
CCTV 施設によって設置 100％ 
多用
途室  
洗濯機 ○   × 
TV ○   × 
電話機 ○   × 
冷蔵庫 ○   × 
流し台 ○   × 









































































































者（Ｉ級：Imprisonment sentenced prisoner）、④19 歳未満の少年受刑者（Ｊ級：Juvenile 
prisoner）、⑤23歳未満の青年受刑者（Ｙ級：Youth prisoner）、⑥65歳以上の高齢者の受刑






                                               






級：Guidance）、④作業指導（Ｒ級：Regular Work）、⑤運用支援作業（Ｎ級：National employment 
work）、⑥医療処遇（Ｔ級：Medical Treatment）、⑦自治処遇（Ｈ級：Halfway Treatment）、
















表 1-2 警備処遇級に応じた処遇基準 
    等級別 
区分 
開放処遇級 緩和警備処遇級 一般警備処遇級 重警備処遇級 
居室門 開放(昼・夜間) 開放(昼間) 施錠 同左 
自律活動・步行 全面許可 部分許可(舎棟内) 不許可 不許可(厳正戒護) 
舎棟出入門 開放(昼間) 施錠 同左 同左 
通用門 無し 施錠(一定区域設定) 施錠 同左 
区内施設 開放型 半開放型 閉鎖型 同左 
居室形態 混居(浴室、冊床、椅子、本棚、箪笥など) 独居または混居 独居 
接 
見 
許容対象 制限無し 必要時制限 
場所特定 仕切り無し/ 仕切り面会/必要時仕切り 仕切り面会/面会内録 同左 
                                               
45 「刑執行法施行規則」第 74 条参照。 
28 
 
屋外の面会場 無し 音·録画 
許可時間 30分以内 20分以内 15分以内 同左 









帰 休 許可(年中 20日) 許可(年中 10日内外) 特に必要時許可 不許可 
外出・外泊 許可 必要時許可 特に必要時許可 不許可 
自治生活 可能 可能 不可 同左 












薬品支給 一括支給 一括支給 毎日支給 毎回支給 












施行(1日 3回) 現行と同一 現行と同一 
職員 1人当たりの
被収容者数 
4.0人 3.5人 3.2人 1.4人 







項(43 点)、過去犯罪関連事項(35 点)、生活態度および相談結果(15 点)、危険性および改善度評
価(12 点)、逃走または違反(10 点)となっており、各項目の点数を合算して判定する。点数の合





表 1-3 警備処遇級分類指標 
29 
 





凶器使用 未使用① 未所持使用③ 所持使用⑤  
犯罪動機 過 失① 偶発‧激情② 故 意③  
犯罪深刻性 軽犯罪② 普通犯罪⑤ 重犯罪⑧ 超重犯罪⑩  
全体刑期 1年未満① 1～2年未満② 2～4年未満④ 
 












以前犯罪無① 5年以上② 1～5年未満③ 
 







初犯① 1回② 2～3回④ 
 
4～5回⑥ 6～9回⑧ 10回以上⑩ 
初回逮捕年齡 
[男子]    
 
25歲以上① 19～24歲② 15～18歲③ 14歲以下⑤ 
[女子]    
36歲以上① 26～35歲② 19～25歲③ 18歲以下⑤ 
刑事施設 
總収容期間 
収容経歴無① 1 年未満③ 1～4 年未満⑤ 
 
4～7 年未満⑦ - 7年以上⑩ 
過去収容中懲罰関連
(矯正行政電算照会) 
懲罰無① 警 告② 警告‧禁治外処分③ 
 
禁治 1回④ - 禁治2回以上⑤ 
超重犯罪‧重犯罪有無
犯罪深刻性分類基準 






相談観察態度 T相談点数61点以上① T相談点数41～60点② T相談点数40点以下④  
問題行動可能性(矯正
心理検査) 
低い① 普通② 高い④  
改善可能性 高い① 普通② 低い④  
逃走また自殺企図(本
件また前科包含) 


















































表 1-4 警備等級施設の収容原則 
      警備処遇級 開放処遇級 緩和警備処遇級 一般警備処遇級 重警備処遇級 
                                               
46 「刑執行法施行規則」第 66 条、67条参照。 
31 
 
施設区分 (Ｓ１級) (Ｓ２級) (Ｓ３級) (Ｓ４級) 
開放施設 原則 可能 - - 
緩和警備施設 可能 原則 可能 - 
一般警備施設 - 可能 原則 可能 
重警備施設  - - 可能 原則 
（出所）法務部例規第 933 号（2010年 6月）81頁 
 
また、表 1-5 は、韓国の警備等級別施設の状況を示したものである。表をみると、現在、 開



















































計 50 1 16 32 1 
































                                               
47 鴨下守孝、松本良枝、梅崎裕一、大橋哲、西村重則、小澤政治・前掲注（18）187頁。 
48 法務省矯正研修所編『研修教材成人矯正法』（2009年）120頁。 
























る必要があるか否かを調査する。「定期再調査」は約 6 ヶ月毎に 1 回実施する（ただし、執行す

































































































































































                                               




































②少年院への収容を必要とする 16 歳未満の少年（Ｊｔ符号：Juvenile Training school）、③
精神上の疾病または障害を有するため医療を主として行う刑事施設などに収容する必要がある
と認められる者（Ｍ符号：Mental）、④身体上の疾病または障害を有するため医療を主として行
                                               
55 「受刑者の集団編成に関する訓令」矯成訓第 6473号(平成 21 年 12 月 8日)、「受刑者の集団編成






































女子 外国人 禁錮 少年 成人 長期 
                                               
58 本庄武「日本における受刑者処遇理念の変遷と今後の展望」『龍谷大学矯正・保護研究センター研
究年報』第 6号（2009年 10 月）33 頁。 
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7 4 5 7 20 24 3 12 3 6  4  3 1 38 39 5 16 



































                                               
60 林眞琴、北村篤、名取俊也・前掲注（53）391頁。 
61 関連法令として、「刑事収容施設法及び同規則」（平成 18年法務省令第 57号）、「受刑者の生活及び
行動の制限の緩和に関する訓令」法務省矯成訓第 3321 号（平成 18年 5月 23日)、「受刑者の生活及び















認められる場合に限る。第 3種は、第 2種および第 4 種の指定基準に該当しないことである。第
4 種は、上記の第 1 種の①～④のいずれにも該当する受刑中の生活態度の状況などを総合的に評
価して決定する。 
表 1-7 制限区分による処遇内容（刑事収容施設規則第 49 条） 
区分 
処遇項目 

















































刑務官の同行が必要 同左  同左  
面会 刑務官の立会い無し 刑務官の立会い無し 刑務官の立会必要 面会はできない 
                                               
63 「受刑者の生活及び行動の制限の緩和に関する訓令の運用について」（依命通達）法務省矯成第 3322























第1種 第2種 第3種 第4種 指定無し※ 
2006 64,925(100％) 572(0.9) 1,186(1.8) 55,574(85.6) 3,586(5.5) 4,007(6.2) 
2007 68,902(100％) 552(0.8) 1,992(2.9) 56,756(82.4) 3,503(5.1) 6,102(8.9) 
2008 68,828(100％) 525(0.8) 2,289(3.3) 56,132(81.6) 3,552(5.2) 6,330(9.2) 
2009 66,337(100％) 493(0.7) 3,087(4.7) 54,096(81.5) 3,405(5.1) 5,256(7.9) 
2010 64,706(100％) 466(0.7) 4,445(6.9) 51,666(79.8) 2,847(4.4) 5,282(8.2) 
2011 62,583(100％) 373(0.6) 6,345(10.1) 48,017(76.7) 2,722(4.4) 5,126(8.2) 
2012 60,636(100％) 428(0.7) 7,513(12.4) 45,340(74.8) 2,221(3.7) 5,134(8.5) 
2013 57,187(100％) 355(0.6) 7,427(13.0) 43,367(75.8) 1,774(3.1) 4,264(7.5) 
※刑確定後、制限区分の指定をまだ受けていない者。  
（出所）法務省・警察庁「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律の施行状況について」（平










高揚させるためである。優遇措置の区分としては、最上位の第 1 類から最下位の第 5 類までの 5
段階があり、それぞれの優遇措置に該当する類型は、次のとおり65である。第 1 類は、受刑態度
が特に良好である受刑者であり、第 2類は、受刑態度が良好である受刑者、第 3 類は、受刑態度
が普通である受刑者、第 4 類は、受刑態度がやや不良である受刑者、第 5類は、受刑態度が不良
である受刑者である。各受刑者に優遇区分を指定するにあたっては、評価期間として 4 月から 9




















                                               
64 関連法令として「刑事収容施設法及び同規則」（平成 18 年法務省令第 57号）、「受刑者の優遇措置
に関する訓令」法務省矯成訓第 3323号（平成 18年 5月 23 日）、「受刑者の優遇措置に関する訓令の運
用について」（依命通達）法務省矯成第 3002 号（平成 23 年 5月 23 日）などがある。 
65 「受刑者の優遇措置に関する訓令」第 4 条参照。 







表 1-9 優遇措置の処遇内容（刑事収容施設規則第 54 条） 
区分 
処遇項目 










































同左    










ない受刑者が収容されている A 施設では、1.2％の第 1 類受刑者が存在するが、犯罪傾向が進ん
                                               




でいる受刑者が収容されている B 施設では 1 人もいない68。もちろん、すべての刑事施設が完全
に同じであるとは言えないが、ほとんどが同様の状況であり、優遇区分第 1類または第 2類に相









第1類 第2類 第3類 第4類 第5類 指定無し※ 
人員 人員 人員 人員 人員 人員 
2006 
64,925 42 3,040 35,060 11,463 6,243 9,077 
（100％） （0.1） （4.7） （54.0） （17.7） （9.6） （14.0） 
2007 
68,902 132 4,753 32,553 10,756 6,982 13,732 
（100％） （0.2） （6.9） （47.2） （15.6） （10.1） （19.9） 
2008 
68,819 174 5,652 30,805 8,238 9,535 14,415 
（100％） （0.3） （8.2） （44.8） （12.0） （13.9） （20.9） 
2009 
66,324 226 5,956 29,731 7,795 9,486 13,130 
（100％） （0.3） （9.0） （44.8） （11.8） （14.3） （19.8） 
2010 
64,706 278 6,338 28,453 7,444 8,321 13,872 
（100％） （0.4） （9.8） （44.0） （11.5） （12.9） （21.4） 
2011 
62,583 391 6,789 27,195 7,101 8,130 12,977 
（100％） （0.6） （10.8） （43.5） （11.3） （13.0） （20.7） 
2012 
60,636 452 6,897 25,487 6,682 7,524 13,594 
（100％） （0.7） （11.4） （42.0） （11.0） （12.4） （22.4） 
2013 
57,187 481 7,156 24,072 6,325 7,131 12,022 
（100％） （0.8） （12.5） （42.1） （11.1） （12.5） （21.0） 
※刑確定後、優遇区分の指定をまだ受けていない者。 
（出所）法務省‧警察庁「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律の施行状況について」（平
成 23 年 5月）、各年度「犯罪白書」をもとに作成 
 
                                               
68 A 施設と B 施設の優遇措置の運用状況をみると、喜連川は総人数 1,500 人のうち、第 1 類 18 人
（1.2％）、第 2類 177人(11.8％)、第 3類 721(48.1％)、第 4類 184人（12.3％）、未指定 290 人(19.3％)
であり、府中は総人数 2,557 人のうち、第 1 類 0 人、第 2 類 168 人(6.6％)、第 3 類 982 人(38.4％)、
第 4類 353人(13.8％)、第 5 類 977人（38.2％）、未指定 77 人(3.0％)である。参観時の説明資料参照


































                                               
69 日笠和彦「改善指導の現状」『法律のひろば』第 65巻 8号（2012年 8月）21頁。 
70 「受刑者の各種指導に關する訓令」第 4 条 矯総訓第 3361号（平成 19年 5月 30 日）。 
71 日笠和彦・前掲注（69）22 頁。 



































                                               














とが教科指導の課題である76。「刑事収容施設法」第 74 条 2項 9号によれば、「正当な理由なく…
…作業を怠り、または……指導を拒んではならない」とされており、受刑者が遵守すべき事項の
1 つとして矯正処遇の義務化が新たに規定されている。この遵守事項を守らない場合には、同法






















76 금용명・前掲注（74）28 頁。 














































































                                               

















2008 28,063(100％) 635(2.2) 8,186(29.1) 17,551(62.5) 1,691(6.0) ― 
2009 29,607(100％) 721(2.4) 9,037(30.5) 18,351(62.0) 845(2.9) 653(2.2) 
2010 30,372(100％) 1,863(6.1) 9,557(31.5) 16,690(55.0) 1,392(4.6) 870(2.9) 
2011 29,386(100％) 1,892(6.4) 9,334(31.8) 15,594(53.1) 1,710(5.8) 856(2.9) 
2012 29,322(100％) 2,102(7.2) 10,091(34.4) 14,709(50.2) 1,874(6.4) 546(1.9) 
注：2008 年と 2009 年は警備級だけの人員（警備級と処遇級を合わせて一本化にする前の人員）。 








































り、これでは円滑な施設運営をすることは困難である。表 1-5 が示しているように収容定員 500
人以上から 1,000人未満の施設が 17施設(全施設の 34.0％)、収容定員 1,000人以上の大型施設が
22 施設(44.0％)、建設されてから 35 年以上が経った施設が 11 施設（22.0％）、20 年から 34 年













                                               




80 法務部矯正本部「矯正関連統計」（2012年）29 頁。 



































                                                                                                                                                  
級を異にすることができる。「刑執行法施行規則」第 83 条（処遇等級別の収容） ①所長は受刑者を基
本収容級別·警備処遇級別に区分して収容しなければならない。ただし、処遇上特に必要ないし施設の
都合上やむを得ない場合には、基本収容級・警備処遇級が異なる受刑者を一緒に収容して処遇できる。 
82 法務部矯正本部分類審査課「警備等級別区画指定等運営方案」(2010 年)6 頁。 
83 法務部矯正本部「収容区分及び移送記録等に関する指針（例規 957 号）」（2010 年 9 月)。 




































表 1-12 2012 年度の警備等級別再入所率調査結果 
区分 総数 開放処遇級 緩和警備処遇級 一般警備処遇級 重警備級 
53 
 
出所人員 9,329 1,225 3,952 3,777 375 
再入所人員 930 34 239 555 102 


































































                                               
85 「受刑者の集団編成に関する訓令の運用について」（依命通達）矯成第 720 号（平成 24 年 3 月 30
日）。 



















設収容歴があっても最終刑の出所から 5 年が経過して犯罪行為が認められない場合には、A 指標
を指定することができる。また、B 指標の受刑者の中にも、単純窃盗や過失犯などの施設収容歴
があるにすぎず、A 指標を指定するのが妥当だと思われる受刑者であっても、現在の判定基準で









放者のうち A指標受刑者が 54.8％、B指標受刑者が 45.2％であることからも、もう 1つの矛盾を
発見することになる。すなわち、「犯罪傾向が進んでいる」B指標の受刑者は、仮釈放を決定する
                                               
88 林眞琴、北村篤、名取俊也・前掲注（53）417頁。  
89 山本麻奈「刑事施設における性犯罪者処遇プログラムについて」第 59 回日本矯正医学会総会（平
成 24 年 10月 26日）。 
90 受刑者の集団編成に関する訓令の運用について（依命通達）矯成第 720号（平成 24 年 3月 30 日） 

































                                               
91 「犯罪をした者及び非行のある少年に対する社会内における処遇に関する規則」第 28（仮釈放許
可の基準）（平成 25年 12月 20 日法務省令第 29 号）参照。 
92 謝如媛「分類と個別的処遇」『21世紀の刑事施設―グローバル・スタンダードと市民参加』龍谷大



























































て全受刑者の 1％にも満たない現状であるが、第 3 種の受刑者はその数が減っているとはいえ、
いまだ多くの割合を示している。幸いなことに第 2種の受刑者の数は毎年少しずつではあるが増
加傾向にあるものの、その数は依然として少ない。また、A 施設である喜連川と B 施設である府










                                               
94 鴨下守孝『新行刑要論』東京法令出版（2009年）372 頁。 
95 A と B 施設の制限緩和の運用状況をみると、喜連川は、総人数 1,500 人のうち、第 1種 0人、第 2
種 240 人(16.2％)、第 3 種 1,205(80.3％)、第 4 種 0 人、未指定 52 人(3.5％)であり、府中は、総人
数 2,557 人のうち、第 1種 0 人、第 2種 41 人(1.6％)、第 3種 2,250人(88.0％)、第 4種 93人(3.6％)、


























また、実務上、制限第 2 種への変更の条件として、作業に従事している受刑者で、刑期 10 年
以下の者は、2 年以上の無事故、刑期 10 年以上の受刑者は、無事故 7 年、刑期 15 年以上の受刑









                                               




































































                                               
97 法務省矯正局『日本の刑事施設』（2012年）30 頁。 
98 太田達也「刑事施設・受刑者処遇法下における矯正の課題―矯正処遇を中心として」『犯罪と非行』



















































































                                               

























































































































滝本幸一によれば107、日本の刑事施設での平均執行刑期 2 年 9 ヶ月の被収容者 1 人の処遇







                                               
107 滝本幸一「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律実施上の問題」『矯正講座』龍谷大学



























                                               
108 日本国憲法第 25 条 すべての国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。二、
国はすべての生活部面について社会福祉、社会保障および公衆衛生の向上および増進に努めなければ
ならない（昭和 21 年 11 月 3 日)。韓国憲法第 10 条 すべての国民は、人間としての尊厳と価値を持
ち、幸福を追求する権利を有する。国家は、個人が持つ不可侵の基本的人権を確認し、これを保証す
る義務を負う。第 36 条 3 項 すべての国民は、健康についての国家の保護を受ける（1948 年 7 月 17
日憲法第 1号）。 
































                                               
110 朴永奎「医療矯正の問題点と改善方案」『矯正硏究』第 48号韓国矯正学会（2010 年）74頁。 
111 大橋秀夫「矯正医学総論」『矯正医学』第 52券第 50 回総会記念号（2003 年）6〜7頁。 



































































                                               
115 外部病院の診療・入院の増加に伴う負担を軽減するために、安養刑務所の敷地に 300 病床規模、





117 札幌、宮城、府中、名古屋、広島および福岡刑務所の 6つの医療重点施設がある。 


















総患者数は 2005 年の 3,296 人から 2010 年の 11,815 人と約 3.6 倍の増加を見せている。一方、
日本の刑事施設の患者数の年次推移121をみると、2010 年の場合、休養患者が 1,110人、非休養患











                                               
119  김태명、김창환「収容者の外部医療施設利用に従う問題点と解決方案」『法学研究』第 29 集 
全北大学校（2009年）123 頁。 
120 法務部矯正本部医療課『業務現況』（2011 年）30 頁。2012 年現在は、患者数が 17,408 人であり、
2005年に比べて 5.2以上増加している。 
121 日本矯正研修所「矯正行政の当面する諸問題」（2010 年）4 頁。2012 年現在は、患者数が 45,424





表 2-1 韓日の刑事施設の患者数の年次推移 
年度 
区分 
2005 2006 2007 2008 2009 2010 
韓国の 1日の平均収
容人員 
52,403 43,721 46,313 46,684 49,467 47,471 
年末患者収容状況 3,296 5,531 6,851 9,255 10,654 11,815 
1 日の平均診療人員 15,144 14,020 14,517 17,351 16,197 14,675 
1 日の平均収容人員
対診療比率（％） 
（29.1） （32.1） （31.1） （37.2） （32.7） （31.0） 
日本の 1日の平均収
容人員 
77,932 80,335 80,684 78,533 76,019 74,232 
患者収容状況 49,076 50,440 50,274 48,471 48,033 46,373 
休養患者 1,669 1,557 1,481 1,349 1,138 1,110 
非休養患者 47,407 48,883 48,793 47,122 46,900 45,263 
1 日の平均収容人員
対罹患率（％） 
（63.1） （62.8） （62.3） （61.7） （63.2） （62.5） 
（出所）韓国矯正本部『矯正統計年報』（2012年）、日本矯正研修所「矯正行政の当面する諸問題」（2010
年）を基に作成（日本：毎年 10 月 1日現在） 
 
表 2-2は、韓日の刑事施設の疾患別患者の状況を示したものである。韓国の場合 122は、循環器
系の高血圧患者が 48.0％、次いで内分泌系の糖尿病が 24.6％、精神疾患が 13.1％の順となって
いる。このうち、最も大きな増加率を見せている疾患は高血圧患者で、2005年に比べて 7.8倍の





障害 13.4％、消化器系の疾患 11.3％、呼吸器系の疾患 10.9％の順となっている。また、主要な
疾病の動向で、1999 年から 2009 年までの 10 年間、疾病分類別の休養患者数の推移をみると124、
                                               
122 法務部矯正本部『矯正統計年報』（2011年）144頁。 
123 日本矯正研修所・前掲注（121）5 頁。 
124 望月靖、加藤昌義、北村薫子 他「刑事施設における最近 10 年間の疾病動向及び今後の課題につ









































































































刑者の割合は 28.9％から 31.6％に増加した。医師の定員は 2005年の 88人から 2010年 100人に










刑事施設に必要な適正医療人材130は医師が 179 人（患者 60人当たり 1人基準）、であり、看護師










                                               
125 2011 年 10 月現在、刑事施設に勤務する医師は 156 人で、１人が担当している被収容者は 292 人
である。ソウル拘置所の場合は、医師 5 人が 2,941 人の被収容者を担当しており、１人当たり 588 人
に達している。ヘラルド経済ニュース（2011年 11月 6 日）。 
126 法務部矯正本部『矯正統計年報』（2013年）102頁。 
127 医師（100 人）、公衆保健医（81人）の 181人で算出（所内の診療件数÷260日）。 
128 김태명、김창환・前掲注（119）125頁。 
129 法務部矯正本部医療課・前掲注（120）3 頁。 
130 医療法施行規則第 38条、法務部矯正本部『矯正関連統計』（2012年）35 頁。 














人、医療放射線技師 21 人、看護師 331 人、臨床衛生検査技師 16 人で、全国の刑事施設 77 施設
（支所 111施設を除く）に比べると、十分な人員とはいえないだろう。 













                                               
132 法務省「矯正施設の医療の在り方に関する報告書～国民に理解され，地域社会と共生可能な矯正
医療を目指して」矯正医療の在り方に関する有識者検討会（2014年）4頁。 
133 収容定員は 439名であり、平成 21年度の手術件数は 150件である。矢野喜郎「刑事施設の医療体
制について」『刑政』第 122 巻 7 号（2011 年）11 頁。 
134 東京都所在の〇〇刑務所では、8 ヶ月連続で、医療刑務所への移送を待っている受刑者もいると
いう。 
135 法務省矯正局・前掲注（133）199 頁。 










の増加によって、被収容者 1人当たりの医療費は 2004年の 89,000ウォンから 2012年には286,980

















これに比べて、日本の矯正医療予算の推移をみると、1988 年には 9 億円だった医療費が、10
年後の 1998 年には 18 億円に倍増している。さらに、2009 年には 49 億円で、5.4 倍以上という
急激な増加を見せている141。これは、被収容者人員の増加、特に高齢受刑者の増加に伴い医療経
費がかさみ、施設内の診療や投薬は無料ということで、被収容者がたいした病気でなくてもむや
みに薬を乱用することが原因である。また、外部病院診療件数が、1988 年の 189 件から 2009 年
                                               
138 法務部矯正本部『矯正統計年報』（2013年）109頁、민태원「高騰する老人医療費...1人当たり




140 2009年の刑執行停止件数は、日本が 60件（被収容者比 0.9％）、韓国が 484件（被収容者比 1.4％）
である。日韓犯罪白書参照。 
141 日本財務省主計局「治安・司法関係」（平成 20 年 10 月）資料Ⅱ-10-3。 
78 
 
には 1,212 件と、6.4 倍以上に増加したことも、もう 1 つの原因である。しかし、被収容者 1 人
当たりの年間医療費は、1998 年の 36,500 円から、2012 年現在は 56,210 円142と、14 年間で 1.5
倍増加したにすぎない。また、国民健康保険中央会が発表した 2012 年度の国民 1 人当たりの医















医療に関する不服申立て件数145をみると、2005 年 1,710 件から 2008 年には 1,669 件に減少した







ど被収容者の処遇に関する苦情の申出146は、2006 年の 2,320 件から 2010 年の 4,219 件と 1.8 倍
                                               




どである。法務部矯正本部 矯正統計年報（2008 年）289頁。 
145 同上、337 頁。 

















外部病院を利用している被収容者148は、2005年の 17,459人から 2012年には 26,333人で、約 1.5












                                               
147 苦情の内訳（2008年）：医療 190 件、懲罰 77件、外部交通 52 件、食糧・衣服 42 件、暴行 38件、
単独室収容 25 件、図書閲覧 22 件、不服申請 15 件、作業 12 件、その他 761 件、ＮＰＯ法人監獄人権
センター主催連続講座「受刑者処遇の現状と課題・各論１（特に、外部交通、医療など施設内処遇に
ついて）（2011年 10月 29日）。 
148 法務部矯正本部『矯正統計』（2013年）108頁。 
149 류여해「医療刑務所の必要性と対策方案」『矯正研究』第 40 号 韓国矯正学会（2008 年）188頁。 
150 2010年の被収容者の外部病院への入院の延べ人員は 6,419 人で、戒護職員の延べ人員は、49,654








移送件数151をみると、2005年 997件（年日数 9,970）から 2012年には 1,278件（年日数 15,384）










表 2-3 外部病院移送診療件数 
年度 
移送件数 
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
韓国 17,459 19,257 22,885 37,128 28,765 27,525 26,046 26,333 
日本 997 1,034 1,123 1,169 1,214 1,285 1,158 1,278 
（出所）韓国矯正本部『矯正統計年報』（2013 年）、矯正医療の在り方に関する有識者検討会「矯正施
設の医療の在り方に関する報告書～国民に理解され，地域社会と共生可能な矯正医療を目指して」）（平





高齢化傾向を見せている。統計庁の発表によると高齢人口が 2007 年 12 月、総人口の 9.9％を占
めており、これは高齢人口が総人口の 7％を超え、「高齢化社会」に突入してから 7年ぶりだとい
う。2010年現在、韓国の 65 歳以上は総人口の 11％を占めている。また、2012年には「高齢社会」


















年、60歳以上の人口の割合が 29％で、世界 1位を占めている155。また、2008年 12月の日本の国
立社会保障・人口問題研究所の発表によると、2055年には 65歳以上が総人口の約 40.5％を占め、
特に 75 歳以上は 25％になると推定されており156、今後、日本は未曾有の超高齢化社会を迎える
と予測される。このような一般社会の高齢化現象に応じて、刑事施設内でも高齢化が進行し続け
ており、受刑者の高齢化は一般社会の高齢化の速度に比べて著しく速い。法務省によると 1988
年に 1,828 人だった 60 歳以上の受刑者は、2005 年には 7,837 人（70 歳以上は 1,593 人）、2012
年には 10,312人（70歳以上は 2,750人） 157で、1988 年に比べて 5.6倍以上増加した。また、総
                                               
152 韓国統計庁「将来人口推計結果」（2006年 11月）6頁。しかし、統計庁が発表した「2013 高齢者
統計」によると、65 歳以上の人口が 613 万人で、総人口の 12.2％を占めており、2050 年には総人口
の 37.4％に達すると予測している。 
153 2012年末は 2,150 人である。法務部矯正本部・前掲注（130）63 頁。  
154 김길성「収容者の人権保護に関する研究：少数弱者収容者の処遇改善を中心に」京畿大行政大学
院司法公安学科修士論文（2006年）71 頁。 
155 総人口に占める割合は、65 歳以上が 23.1％、70 歳以上が 16.7％、75 歳以上が 11.2％、80 歳以
上が 6.5％である。「国勢調査及び人口推計」2013 年 9 月 1 日現在(概算値)、65 歳以上は 3,182 万人
を超え、総人口の 25.0％に達している。（http://www.stat.go.jp/data/jinsui/2.htm#02）参照。 
156 宍倉悠太「矯正茶話会報告石川正興教授 高齢出所者に対する地域生活定着センターの試み―その
業務と課題―」『刑政』第 122 巻 11 号（2011 年）。2012 年 10 月現在、65 歳以上の高齢者が初めて 3
千万人を超え、総人口に占める割合は 24.1％である。「65 歳以上人口、初の 3000 万人超え 総人口
28 万人減」『日本経済新聞』 (2013年 4月 16 日)。 
157 日本弁護士連合会刑事拘禁制度改革実現本部編『刑務所のいま―受刑者の処遇と更生―』ぎょう
せい（2011年）19 頁。法務省「矯正統計年報Ⅰ」（2013 年）。 
82 
 
受刑者のうち 60 歳以上の占める割合は、1988 年の 4.3％から 2009 年には 15.7％、2012 年には
17.5％の割合を見せており、2009年に比べて 60歳以上の受刑者が 102人減ったにもかかわらず、




進行すると共に休養患者の数が増加している。2010 年の刑事施設内の 60 歳以上の休養患者の疾
患名159をみると、総患者 3,650 人のうち、消化器系の疾患が 627 人（17.1％）と最も多く、次が



















万円までとなっている161。これは、病院勤務医の年収 1,479 万円、開業医(個人)2,458 万円、開
                                               
158 太田達也「矯正の危機!？高齢受刑者の増加」『刑政』第 119巻 9 号（2008年）76頁。 






業医(法人など)2,530 万円162と比較すると大きな隔たりがある。韓国の医師の平均年収は 1 億
2,000 万ウォン163で、矯正医官の平均年収 7,600 万ウォンに比べて顕著な差がある。ドイツのテ
ーゲル刑務所の矯正医官は、大学病院で 20 年間の経験があったが、雑務が多すぎて矯正医官に
























                                               
162 日本財務省主計局「医療経済実態調査報告（平成 21 年 6 月実施）」（平成 22年 11 月）。 
163 韓国の医師の年平均輸入は 4億 7,000万ウォンである。韓国国税庁『国税統計』（2009年）。 
164 斉藤永仁「 欧州三か国の刑務所を視察して―矯正医療の現場から(その三・最終回)ドイツ」『刑
政』第 116巻 3 号（2005年）161 頁。 
165 斉藤永仁「欧州三か国の刑務所を視察して―矯正医療の現場から（その一・イギリス）『刑政』第
116巻 10 号（2005 年）164 頁。 
166 「矯正医官修学生資金貸与法」昭和 36 年 3 月 31 日法律第 23 号（最終改正：昭和 45 年 4 月 1 日
法律第 13号）。 






































































                                               





































                                               
172 中根憲一・前掲注（167）105 頁。 

































また、2007 年以降、施設内で自殺した被収容者は 58 人に上る。法務部が近年、一般被収容者 1,700
人を対象に調査したた結果、被収容者の 33.6％が自殺を考えたことがあり、一回自殺を試みた被収容
者は 14.1％、2 回試みた被収容者は 6.5％であった。そのため、精神科医の補充は、刑事施設内の医
療環境を改善する重要な事項である。「[国監]刑務所の医師太不足...精神科医無」『共感言論 NEWSis』
（2011年 10月 6日）社会一般面参照。 
179 遠隔診療の現況をみると、精神科 3,371 人、神経内・外科 678人、皮膚科 340人、内分泌内科 143
人、整形外科 365 人、消化器内科 156 人、泌尿器科 49 人、心臓内科 105 人、呼吸器内科 54 人、その



































ならない。1999年 2月 8日法律第 5854 号（最終改正：2011年 9月 15日法律第 11041 号）。 
183 「健康保険法」第 49 条第 4号の違憲確認請求審判、憲法裁判所全員裁判部（2005 年 2月 24日）。 





































187 「健康保険法」第 118条 被保険者または被保険者であった者が、次の各号のいずれかに該当する
場合には、疾病、負傷または出産につき、その期間に係る保険給付は行わない。‧‧‧（中略）‧‧‧ 。二、
刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されたとき。大正 11年 4月 22 日法律第 70号（最


































                                               



































                                               
191 また、2013 年 9月、北海道との月形刑務所で 516人の受刑者が、食中毒症状を訴え、検査した結
果、数種類の病原性大腸菌などが検出された。このように絶えることなく発生する集団食中毒の予防
に施設側の徹底した対応が求められている。「月形刑務所で食中毒 516人…北海道」『読売新聞』（2013
年 10 月 1日）。  
192 「総延 12 万㎡、14 年度着工/設計は東畑昭島に国際法務総合 C/法務省」『建設通信新聞地域ニュ

























                                               



































                                               





























況であった。また、2010 年には 12 歳、8 歳の女の子に対する性犯罪事件（犯人であるキム・ギ
                                               
196  ネ イ バ ー 知 識 百 科 事 典 
（http://terms.naver.com/entry.nhn?docId=471127&cid=123&categoryId=123）参照。 
197 日本の大百科全書（小学館）では、性犯罪を違法な方法によって性欲を満足させる行為で罪とな
るものとして定義しており、広義では性に関するすべての犯罪をいい、狭義では刑法第 2 編第 22章に
規定されたわいせつおよび姦淫の罪をさすものとされる。 
198 2008年 12月 11日に登校中の金○○（当時八歳）が犯人（57 歳）に誘拐され、性暴力にあい、恒













第 3項 日本の性犯罪者に対する再犯防止プログラムの導入経緯 
一方、日本の場合は、2004 年 3 月、群馬県高崎市で起きた、小学校 1 年の女児殺害事件(当時
7歳)や 2004年 11月、奈良県奈良市で発生した、小学校 1年の女児殺害事件、2005 年 11月、広
島県で起きた、小学校 1 年の女児殺害事件、2005 年 12 月、栃木県今市市で発生した、小学校 1
年の女児殺害事件などの女児を対象にした一連の小児性愛者による事件を契機として、性犯罪者
                                               
199 性犯罪者として有罪判決、または公開命令が確定された性犯罪者の個人情報をインターネットに




第 8394号（2008年 9月施行）。 
201 小児性嗜好症, 性的加虐症などの性的性癖がある精神性障害者として禁錮以上の刑に該当する性
犯罪を犯した者は、最長 15 年まで治療監護所に収容する。治療監護と刑が併科された場合は治療監護









物治療が可能である。法律第 10371 号（2011年 7 月施行）。 
204 警察政策フォーラム「性犯罪者の再犯防止を考える」（2011年 12月 14 日）。 
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205 藤本哲也「犯罪学の散歩道―日本とカナダの性犯罪者の再犯率」『戸籍時報』NO610（2007 年）77
頁。 
206 小畠秀吾「刑事施設における性犯罪者処遇プログラムの現状について」『矯正医学』第 61 巻第 2
－4合併号 第 59回日本矯正医学会総会シンポジウム（2013年）54頁。 
207 警察庁丙生企発第 2 号、丙地発第 3 号、丙刑企発第 1 号、丙捜一発第 1 号「子ども対象・暴力的
性犯罪の出所者による再犯防止に向けた措置の実施について」（平成 23年 1 月 13 日）。 
208 越智啓太「子供に対する性犯罪に関する研究の現状と展開(1)―発生状況と犯人の特性―」『法政





 第３節 韓日の性犯罪の状況 
第１項 性犯罪の発生状況 
韓国では最近、性犯罪が増加している。最高検察庁の統計でも総犯罪数が約 6％増加したのに
対し、性犯罪はおよそ 10倍である約 58％増加したことが明らかになった。特に 13歳未満の児童、
19歳未満の青少年、障害者、親族に対する犯罪が大幅に増加した。つまり、性犯罪の中でも、弱
い立場にある人々に対する犯罪の割合が特に高くなったといえる。 






表 3-1 各国の人口 10 万人当たりの性犯罪発生件数 
年度 韓国 日本 香港 ブラジル カナダ フランス ドイツ 
2008 31.4 6.8 26.6 16.8 75.0 38.4 68.1 
2009 32.6 6.4 25.6 19.9 73.5 37.0 59.0 
2010 37.6 6.5 26.0 23.8 78.8 36.3 56.5 
2011 40.0 6.3 25.4 23.0 77.2 37.5 56.8 
2012 40.0 6.7 26.1 26.9 77.2 41.9 55.3 
（出所）UNODC(United Nations Office on Drugs and Crime) 
 
表 3-2は、韓・日の年度別性犯罪発生件数を示したものである。韓国は 2003 年 10,365件であ
った性犯罪の発生件数が 2011年には 22,034件に増加し、1日平均 60件、時間当り 2.5件の犯罪
が発生している。また、2011 年には 2003 年に比べて 2.1 倍増加し、年を重ねるごとに急激に増
加する傾向を見せている。これは、同期間の重大犯罪である殺人 1.2倍、強盗 0.6 倍、放火約 1.15
倍に比べて高い数値となっている。 
表 3-2 韓・日の年度別性犯罪発生件数 
                                               




年  度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
韓
国 
発生件数 10,365 11,105 11,757 13,573 13,634 15,094 16,156 19,939 22,034 
前年比 
(％) 
109.8 107.1 105.8 115.4 100.4 110.7 107.0 123.4 110.5 
日
本 
発生件数 15,501 14,474 14,099 13,808 12,662 11,974 11,354 11,901 11，933 
前年比 
(％) 





これに対し、日本は 2003 年に 15,501 件発生していた性犯罪の発生件数が 2011 年には 11,933
件となり、1 日平均約 33 件、時間当たり約 1.4 件発生している。2003 年まで増加傾向にあった
性犯罪の発生件数は 2004 年からおおむね減少傾向をみせており、2011 年には 2003 年に比べて
3,568件減少したことになる。強姦の認知件数についていえば、2011年の犯罪白書でみると、1997
年から増加傾向を示し、2003 年には 2,472件を記録したが、2004年から減少し、2011年は 1,185
件（2010 年 1,289 件、前年比 104 件・8.8％減）となった。また、強制わいせつの認知件数は、
1999 年から急増し、2003 年に戦後最多の 10,029 件を記録した後、2004 年から 2009 年まで減少
し、2011年は 6,870件（2010 年 7,027件、前年比 157 件・2.3％減）となった。一方、13歳未満
の子どもが被害者となった刑法犯の被害者数は、2004 年以降おおむね減少傾向にある210。しかし、











た。表 3-3 は、2006 年から 2012 年までの韓国の性犯罪検挙人員比再犯者の現状を示したもので
                                               




ある。各年度別の再犯者率をみると、2006 年 39.0％、2007 年 34.2％、2008 年 44.1％、2009 年





プログラムを修了し、2007 年に出所した者のうち 3 年以内に再入所した者の再入者率が 29.9％
で、全体出所者の再入者率（22.3％）よりも高いところをみると、プログラムが十分に行われて
はいないといえ、性犯罪前歴がある 10 人に 4 人は出所後続いて犯行をしており、残りの 6 人は
今後、別の性犯罪の潜在的な予備被疑者であるということになる。したがって、性犯罪の再犯を
減らすためには、施設において強力かつ体系的なプログラムが必ず行われなければならず、教育




者は 32.9％となっている。      
表 3-3 韓国の性犯罪検挙人員比再犯者の現状 
区分 検挙人員 
再犯者 再犯者率 
（％） 合計 同種再犯 異種再犯 
2006 13,589 5,307 757 4,550 39.0 
2007 13,805 4,725 686 4,039 34.2 
2008 15,121 6.671 1,024 5,647 44.1 
2009 16,606 6,821 1,107 5,714 41.0 
2010 18,379 7,718 4,693 3,025 41.9 
2011 18,964 8,358 1,543 6,815 44.1 




                                               
212  韓 国 刑 事 政 策 研 究 院 「 犯 罪 と 刑 事 司 法 統 計 情 報 ― 犯 罪 統 計 分 析 シ ス テ ム 」
（http://arc.crimestats.or.kr/crimestats/main/index.k2?cmd=main）参照。 
213 法務部矯正本部「2011 年出所者再服役率調査結果報告」14 頁。2006 年は麻薬（50.4％）、窃盗
（40.4％）、強盗（26.7％）、性犯罪（20.4％）、暴力（20.1％）の順である。法務部矯正本部「新たな




刑事施設を出所した後の 10 年間での再犯の有無を追跡調査した結果、再犯率は、殺人 17.2％、
傷害致死 32.9％、強盗 39.1％、強姦 38.5％，放火 26.1％で、再犯者の構成比をみると強姦およ
び強盗で高く、殺人は低い。再犯の罪名を限定して再犯率をみると、殺人では、粗暴犯による再
犯率は 5.5％、傷害致死では、粗暴犯による再犯率は 21.1％であり、強盗では、財産犯による再
犯率は 28.4％、放火では、放火による再犯率は 7.5％、強姦では、性犯罪による再犯率は 15.6％
であり、同種再犯率は、強姦、強盗および放火が高い214。平成 23 年度の矯正統計年報によると、
2011 年の性犯罪入所受刑者の初入者の数は 560 人（67.8％）、再入者の数は 266 人（32.2％）で
ある。このうち、強姦同致死傷の再入者率の推移をみると 1988年 28.7％、1998年 19.7％、2003
年 18.0％、2006 年 21.4％、2007 年 19.8％、2008 年 19.1％、2009 年 20.5％、2010 年 22.5％と
20％前後の割合を示しており、ここに類似の性犯罪を含めると約 27～32％までその数はさらに増
加する。 








殺人 17.2％ 粗 5.5％ 42.6％ 7.1％ 
傷害致死 32.9％ 粗 21.1％ 60.0％ 19.6％ 
強盗 39.1％ 財 28.4％ 55.6％ 34.4％ 
強姦 38.5％ 性 15.6％ 55.9％ 31.8％ 






れている性犯罪者は 5,619 人で、全体収容者比 12.4％の収容率となっている。これは、2006 年
の 11.1％から 1.3％増加しており、数値としては、530 人増加した。他の重大犯罪数が少しずつ
減少している現状において、専ら性犯罪だけが増加傾向にあるのは、けっして軽く見過ごせるこ
とではなく、これらの性犯罪者の少なからぬ数が改善されないまま出所すると思えば恐怖すら感
                                               






表 3-5 韓・日の刑事施設の性犯罪者収容人数 
年  度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
韓
国 
被収容者総数 45,651 45,647 47,966 48,288 45,681 45,169 
性犯罪収容者の数 5,089 4,819 5,100 5,273 5,635 5,619 
収容者総数に対す
る割合（％） 
（11.1） （10.6） （10.6） （10.9） （12.3） （12.4） 
日
本 
被収容者総数 81,255 79,809 76,881 75,250 72,975 69,876 
受刑者総数 70,496 70,053 67,672 65,951 63,845 61,102 
性犯罪受刑者の数 3,439 3,600 3,691 3,706 3,542 3,453 
受刑者総数に対す
る割合（％） 
（4.88） （5.13） （5.45） （5.61） （5.54） （5.65） 


































をソウル南部刑務所（2011 年 10月 29日）に開設した。同センターでは、性犯罪者の歪曲した性
意識を修正し、再犯の原因を分析して、出所後、性犯罪につながらないようにするための再犯防
止教育を実施している。以降、浦項刑務所（2013年 1月 30日）、清州刑務所（2013 年 5月 30日）、





表 3-6 性犯罪再犯防止段階別の教育課程 




























と履修命令 300 時間以下の者 
教育時間 100時間 100時間 6 ヶ月（最低 300時間) 










ている民間団体が教育を担当している。以前 20 時間だった教育時間を 2011 年から 40 時間に拡



















                                               






















育を受けた者のうち、再犯高危険群に選別された者であり、1 回の教育人員は 10 人から 15 人前
後である。教育不適合者は、重警備級処遇者、精神疾患者、知的障害者、聴覚・視覚障害者、認
知症者、重症患者で矯正医官が教育の参加が適切でないと認めた者、常習規律違反者などである。














                                               
219 運用根拠：「刑の執行及び収容者の処遇に関する法律」第 64条（教化プログラム）所長は受刑者
の矯正教化のために相談・心理治療、その他の教化プログラムを実施しなければならない、法務部社
会復帰課 14561「矯正心理治療センターの運用計画示達」（2011年 8月 23日）。 
105 
 
性犯罪者の場合、1回当たり 40人を 6ヶ月コースで 400時間、障害者対象性犯罪者の場合、1回




























や再犯防止のための動機付けを向上させることを目的としており、標準 2 週間（4 回）に亘って
                                               
220 法務省・警察庁「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律の施行状況について」



































                                               
222 小畠秀吾・前掲注（206）59頁。 
223 山本麻奈「性犯罪者処遇プログラムの概要について―最近の取組を中心に」『刑政』第 123巻 9号 











図 3-1 処遇プログラムの流れ 
確定施設(常習性と問題性の高さ）      
 
 
















    
 調査センター    
 
 




   
     
 オリエンテーション(動機付け)        






    
 
 




 準備プログラム(動機向上)    
   
 
 
 本科   
    
 全施設   
 
 
   
 メンテナンス(釈放 1年前)   
       









3 種類の密度を設け 3 段階に実施する。性犯罪につながる問題性が大きい高リスクの者には「高
密度のプログラム」、性犯罪につながる問題性が比較的限定的な者は「中密度のプログラム」、比
較的小さい者は「低密度のプログラム」が適切であり、1グループ当り 8人前後で集団を編成し、








定された者には、自己改善や再犯防止のための動機を向上させるための目的で 2 週間（4 回）の
「準備プログラム」を今年から試験的に実施しているが、その効果が期待以上であったことから
来年から拡大する予定である。そのほか、知的能力に障害があるか、低知能であるため刑務官の
指示を理解できない者を対象に標準 10ヶ月の「調整プログラム」を 2009 年から実施している。 
新法施行とともに、性犯罪受刑者に対する特別改善指導の 1つとして導入された性犯罪者再犯
防止プログラムが実施されてから 7年余りが経過した。法務省は、同プログラム受講者に対する
効果検証のために 2007年 7月から 2011年 12月までの期間に、全国 19の刑務所で服役した性犯








                                               
224 問題行動や症状の発現・維持に起因する自らの認知の誤り・ゆがみに気付かせ、これを変化させ
ることによって問題行動を改善させる方法である。法務省・保護局「性犯罪者処遇プログラムの実施
について」（平成 17年 12月 14 日）2頁。 
225 認知行動療法の技法の 1 つで、問題行動につながった要因を検討するとともに、問題行動に至っ
た過程を詳しく分析し、問題の再発を未然に防ぐためのスキルを身に付けさせることである。同上、2
頁。 
226 西山貴章「受刑者再犯 2割低下、性犯罪者向け抑止講座」『朝日新聞』（2012年 12 月 25日）。 
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図 3-2 処遇プログラムの内容 
入所 → 性犯罪者調査オリエンテーション → プログラム受講対象者  
 
      
 



















科目 4 感情制御 科目 2 認知の…   
科目 5 共感と被害者理解 科目 5 共感と…   
 
出所前 メンテナンス(必須科目) 



















































2010 年、韓国の某大学病院で 18 歳の男性に薬物治療を実施したことがある。この男性は、高
校時代から学校生活不適応、身体の歪み、妄想、1日 3～4回の自慰行為、女性の胸を触って逃げ
るなどの衝動的性行為があり、病院を訪れ、性倒錯症と衝動調節障害の診断を受け、この症状が

































                                               
230 男性ホルモンの正常な数値は年齢によって異なるが 20〜49 歳の男性であれば 2.6～15.9ng/mL で
あり、それ以上や以下の場合 1.8～7.5ng/㎖が正常数値だという。 
231 노지현「性衝動抑制薬、すでに一般人に施術」『東亜日報』（2012年 8月 29日）社会面 。 
232 2006 年、米国オレゴン州で仮釈放された性犯罪者の中で薬物治療を行った後、5 年間、追跡観察
した結果、投薬群は 5.1％の再犯率となったが、投薬拒否群は 30.9％の再犯率となったことをきっか
けに、男性ホルモン遮断に効果的な薬物が開発され、化学的去勢の効用が提起された。김병군「性欲
抑制薬、性到着症には成功率低い」『釜山日報』（2012年 10 月 15日）生活面 。 





























祉学は 57人（32.9％）、教育学が 20人（11.6％）、その他が 44人（25.4％）であり、1段階目
の教育を担当する民間人の 50％以上が高卒で、性暴力教育院を卒業した専門家というには不十分
な実情であった。さらに、刑事施設の職員の中にも専門資格や専攻と関係のない者があり、関連
資格保有者は 43％に留まっている。1 段階目の教育担当者は刑務官 1 人、2 段階目では専門職員
1 人あるいは 2 人だけという現状においては、専門職員の補強が必須といえる。これに加え担当
講師に関する統一的な資格基準や定期的なメンテナンス教育の必要性も提起されている。 
                                               
234 名取雅子、鈴木美香子・前掲注（227）16頁。 
235 抗ホルモン剤は 1ヶ月または 3ヶ月ごとに投与するが、1 ヶ月ものは 14万～21 万ウォン、3ヶ月







































                                               









しなければならない」という回答もあった。2011 年、全国 15 の施設の性犯罪者 3,938 人を調査
した結果、プログラム受講者は 1,443人で、受講時間も 1人当たり 40〜100時間程度に過ぎなか








密度の時間をみると、高密度 107時間、中密度 80時間、低密度 40時間で、先進国に比べると非
常に少ない。カナダでは、治療期間は危険性と再犯の可能性に基づいて決まっており、通常 6ヶ













                                               
238 윤정숙、박정일、여운철・前掲注（216）227頁。 
239 이혜민「何卒私を止めてください」『週刊東亜』社会面第 848号（2012年 7月 30 日）。 
240 同上、韓国の保護観察所・刑務所の治療プログラム 27 件を分析した結果、プログラムの運用時間
は、保護観察所が平均 39.8 時間、刑務所が平均 61.5時間であった。 
241 小畠秀吾・前掲注（206）55 頁、（O’Donnell et al., 1971、Baird et al., 1979、Andrews & Kiessling, 



















性犯罪者に実施する 1 段階の教育が 40 時間に過ぎなかったということは大きな問題の 1 つであ
ったが、幸いにも 2012 年から 100 時間に拡大された。これは、望ましいことではあるが、その
運用が適切に行われるかどうか懸念されるところである。 
2011年韓国の最高検察庁の統計データをみると、強姦犯罪の総件数 21,839件のうち、13歳未
満の児童対象の犯罪は 1,053 件（4.8％）であり、残りの 95.2％は 13歳以上を対象にしたもので
ある243。また、2011年末、刑事施設に収容されている児童対象性犯罪者は全体性犯罪者 3,938人
のうち、828人（21.0％）であり、残りの 79.0％が 13 歳以上を対象とした性犯罪者である244。そ
れにもかかわらず、プログラムの焦点が 13 歳未満の児童に集中しているという状況には問題が
多い。 
これに対し、日本は全性犯罪件数 11,933 件中、児童対象の犯罪は 1,114（9.3％）、残りの 90.7％
は 13歳以上を対象にした性犯罪件数である245。プログラムの対象者は区別がなく、いずれも同じ
プログラムを実施している。その理由は、1 つのグループに自分の犯罪と似ている者が集まって
                                               
242 同上、（Andrews & Bonta、2003）。「RNRの原則」；必要なところに必要な程度、その人に合った形
で介入をすることが再犯防止に有効である。小畠秀吾・前掲注（206）57 頁。 
243 最高検察庁の犯罪分析（http://www.spo.go.kr/spo/info/stats/stats02_2012.jsp）参照。 
244 윤정숙、박정일、여운철・前掲注（216）67 頁。 


































2007年性犯罪出所者 1,266 人のうち、3年以内に再入所した者は 222人(17.5％)であるが、満期
                                               
246 노성훈「市民参加型の性犯罪予防システム成果に注目しよう」『政策ブリーフィング』（2012年 10
月 5日）政策寄稿面。 
247 박주연「精神病のせいではなく、「弱者」を狙うだけ」『週刊京鄕』第 846 号（2009 年 10月 20日）
社会面。 
248 法務部『法務年鑑』（2011 年）237頁。 
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日本の 2011 年度新受刑者 25,499 人のうち、性犯罪者は 826 人で、全体新受刑者の 3.2％を占
めており、このうち検査不能者、低知能者、日本語の理解力が低い者、外国人受刑者、精神障害
を持っている者のプログラム実施も検討すべき課題である。2006年 5月 24日から 2008年 4月ま
でにプログラムを終了した対象者 403 人に NAT2005253のスコアを指標にして、プログラムの受講
前後を比較して処遇効果を検証したことがある。その結果、プログラムは抽象的思考を扱う認知
                                               
249 法務部矯正本部「2011 年出所者再服役率調査結果報告」(2011 年)。 
250 이혜민「何卒私を止めてください」『週刊東亜』社会面第 848号（2012年 7月 30 日） 。 
251 米国も性犯罪者には仮釈放を前提条件として治療プログラムの履修を義務化している。  






































2009 41 38 45 81 143 283 347 28 14 5 8 23 1 
2010 61 19 25 77 125 199 311 27 7 1 5 22 7 





















                                               
254 平井元「性犯罪者処遇プログラムの処遇効果に関する研究」『矯正研修所紀要』第 23 号（2009 年）
31 頁。 





























































                                               
256 法務省法務総合研究所『平成 22年版犯罪白書』292頁。 





















                                               
258 20 世紀以降、交通や通信、インターネットの発達に応じて、各々が滞在している時間、国は違う
が、同じ影響圏の中で生きていくようになったため、韓国では、人々は地球という「村」に住んでい
る 「 家 族 」 で あ る 、 と い う 表 現 が よ く 用 い ら れ る 。 ネ イ バ ー 知 識 百 科
（http://terms.naver.com/entry.nhn?cid=3436&docId=922349&mobile&categoryId=3436）参照。 
259 2009 年、中国で脱北者を助けている途中逮捕され、7 年間服役した韓国人が中国の刑務所に収容
中、暴行、電気拷問などの後遺症で脳内出血と下半身麻痺の状態となり（「MBCニュース」2009年 9月
18 日）、また、同罪名で服役したもう 1 人は継続的な暴行による苦痛で自殺を試み、暴行されること
が死ぬことよりも怖かったと述べている。米国の刑務所で服役した出所者の証言によると、人種差別




260 民主主義と人権を守ることを目的に活動する欧州の国際機構として、1949年 5月 5日に設立され、
2011年現在の加盟国は 47ヶ国である。 
































                                               
262 강등원「国際受刑者移送制度に関する考察」延世大学校法務大学院刑事司法専攻修士論文（2008
年）5 頁。 





























                                               
264 韓国憲法第 2 条 2項（在外国民保護義務）では、「国は、法律が定めるところにより、在外国民を
保護する義務を負う」とされている。日本の自民党憲法改正草案第 25条の 3（在外国民の保護）では、
「国は、国外において緊急事態が生じたときは在外国民の保護に努めなければならない」とされてい
る。（平成 24年 4 月 29日)。 









一方、同制度は、多国間条約である CE 条約ではなく、個別に 2 国の合意によって締結する 2
国間条約により行われることもある。韓国は 2003年 12月「移送法（法律第 7033 号）」を制定し
た。しかし、当時は受刑者移送に関する幾つかの条約に加盟しておらず、同法は法律としての効
力が発生しなかった。その後 2005 年 7 月 20 日、欧州評議会事務局に「CE 条約」加入書を 60 番
目の締約国として提出し、2005 年 11 月 1 日からは同条約に加盟している欧州の国や米国・カナ
ダ・日本・オーストラリアなどの国々とは個別に条約を締結することなく、移送を行うことがで
きるようになった。現在、韓国と 2国間条約を締結した国は、モンゴル（2008年 8月 23日発効）、
中国（2009年 8 月 5 日発効）、ベトナム（2010年 8 月 30 日発効）、インド（2012 年 6 月 18日発
効）、タイ（2012年 12月 18 日発効）などである。クウェート（2011年 3月 16日締結）、香港（2013
年 5 月 28 日締結）とも条約を締結しているが、相対国の国会批准がまだ終了していない関係で
未発効の状態である。韓国は、クウェート、香港を除く合計 68ヶ国と受刑者移送条約を締結し、
自国民受刑者を移送することができる制度的基盤を用意した。 
日本は 2002 年 6 月 4 日、国会で「移送法（法律第 66 号）」が可決・成立した後、2003 年 2 月
17日欧州評議会事務局に、アジア諸国では初めて「CE 条約」加入書を 52番目の締約国として提
出したことで（同年 6 月 1 日発効）、同条約に加盟した国とは受刑者移送を実施できるようにな
った。現在、日本は CE条約加盟国 63ヶ国のほかに 2 国間条約を締結した国は、タイ（2010年 8
















                                               











図 4-1 韓国の受入移送の概要 












   



























無期は執行国（日本）の無期、裁判国の 30年を超える刑期は執行国の 30年の刑期、裁判国の 30











図 4-2 日本の受入移送の概要 
締約国(裁判国)  合意  日本 法第 5条各号該当性判断 
（東京地方裁判所、法務大臣） 
1 受刑者の同意があること。 













   














判国の 30 年を超える刑は共助刑の 30 年刑、裁判
国の 30 年以下の刑は共助刑も裁判国の刑と同じ
期間（ただし、少年の時に宣告された場合は、上
記の 30年は 15 年となる。） 









                                               
















図 4-3 韓国の送出移送の概要 













韓国  合意  締約国(裁判国) 
     
 韓国刑務所で服役する外国人受刑者  
  移送 韓国刑務所から執行国






   
（出所）韓国国際受刑者移送法をもとに作成 
 




                                                                                                                                                  

































日本  合意  締約国(裁判国) 
     
 日本刑務所で服役する 外国人受刑者  
    移送 
日本刑務所から執行
国刑務所    
 執行国法令に基づく刑の執行の共助 
     







   
（出所）：http://www.moj.go.jp/kyousei1/kyousei_kyouse29.html 
第３項 外国人被収容者の収容状況 
表 4-1 は、2004 年から 2011 年までの韓国における外国人被収容者の収容状況を示したもので












表 4-1 韓国の外国人被収容者人員（年末） 
       年度 
区分 
2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 




既決 313 392 348 562 821 1,155 911 848 
未決 308 306 273 414 586 456 339 350 
計 621 698 621 976 1,407 1,611 1,250 1,198 
外国人受刑者の
割合(％) 
（0.9） （1.2） （1.2） （1.8） （2.5） （3.6） （2.8） （2.7） 
（出所）韓国矯正統計年報をもとに作成 
 
表 4-2 は、2004 年から 2011 年までの日本における外国人被収容者の収容状況を示したもので
ある。2011 年の受刑者の総数は、2004 年の 95.4％程度で、約 4.6％減少した。さらに、外国人
被収容者の人員も約 26.9％減少し、収容者総数に比べて外国人被収容者の減少傾向が目立つ。こ
のような減少傾向に伴って外国人受刑者の数も 2005 年をピークに徐々に少なくなる傾向にある
が、総受刑者比 6％以上の割合を維持している。このことからは、韓国の 2.7％（2011 年）に比
べると日本の外国人受刑者の割合がはるかに高いことが分かる。もちろん、この中には、「日本
















日本が韓国の約 1.96 倍以上であるのに対し、外国人受刑者の数は 4.5 倍以上の高い数値を示し
ており、韓国よりも日本の方が受刑者総数に比べて多くの外国人受刑者が収容されていることが
分かる。 
表 4-2 日本の外国人被収容者の人員（年末） 
年度 
区分 
2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 




既決 4,832 5,177 5,216 5,139 4,681 4,371 4,113 3,813 
未決 1,096 887 839 669 565 533 560 523 
計 5,928 6,064 6,055 808 5,246 4,904 4,673 4,336 
外国人受刑者の割
合（％） 




既決 3,632 3,940 3,952 3,880 3,442 3,185 2,948 2,632 
未決 860 658 705 467 402 388 390 367 
計 4,492 4,598 4,657 4,347 3,844 3,573 3,338 2,999 
来日外国人受刑者
の割合（％) 
（5.7） （5.8） （5.6） （5.5） （5.1） （4.8） （4.6） （4.3） 
外国人受刑者比来
日受刑者（％） 
(75.2) (76.1) (75.8) (75.5) (73.5) (72.9) (71.7) (69.0) 
（出所）日本の法務省各年度『矯正統計年報』をもとに作成 
 






表 4-3 韓国の外国人受刑者国籍別人員（年末） 
     年度 
区分 
2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011（100％） 
中国 139 171 177 283 491 761 510 488(57.5) 
台湾 8 4 10 107 113 146 92 89(10.5) 
ベトナム 22 19 13 14 17 23 41 41(4.8) 
米国 24 14 13 18 23 23 22 24(2.8) 
131 
 
モンゴル 13 16 16 21 33 36 32 22(2.6) 
タイ 6 4 4 10 13 24 24 19(2.2) 
ウズベキスタン 14 16 15 11 17 11 17 17(2.0) 
日本 4 6 8 4 9 14 17 14(1.7) 
フィリピン 4 9 9 13 14 19 20 14(1.7) 
ナイジェリア 5 7 8 9 7 8 17 14(1.7) 
ロシア 7 11 23 19 18 16 12 12(1.4) 
その他 67 115 52 53 66 74 107 94(11.1) 
（出所） 韓国矯正統計年報をもとに作成 
 




















っている国の受刑者は、総外国人受刑者 848 人のうち、620 人（73.1％）であり、非条約締約国
の受刑者は 228人（26.9％）を占めている。これに対し、日本は276、2012年 3月末現在、総計 4,098
人の外国人受刑者のうち、条約締約国の受刑者が 1,580人（38.6％）であり、非条約締約国の受
刑者は 2,518人（61.4％）である。この内訳からわかるように、韓国に比べて日本は、非条約締
                                               







表 4-4 日本の外国人受刑者の国籍別人員（年末） 
     年度 
区分 
外国人受刑者 来日外国人受刑者 
2004 2007 2009 2011 2004 2007 2009 2011 
韓国∙朝鮮 1,413 1,463 1,324 1,287 280 260 196 160 
中国 1,707 1,610 1,390 1,031 1,686 1,595 1,273 1,011 
イラン 374 400 397 333 373 400 397 333 
ブラジル 364 502 425 322 362 496 421 315 
ベトナム 137 173 153 136 128 169 150 134 
フィリピン 97 119 118 100 95 117 112 99 
ペルー 63 109 79 71 62 106 78 68 
タイ 60 77 56 50 59 77 56 50 
コロンビア 76 103 66 47 76 103 66 47 
ナイジェリア 35 38 47 45 35 38 47 44 
米国 61 57 45 38 36 38 27 26 
シンガポール 20 23 22 29 20 23 22 29 
ロシア 14 31 27 19 14 31 27 19 
インドネシア 11 16 23 18 11 16 23 18 
スリランカ 21 33 28 18 21 33 28 18 
パキスタン 31 42 30 16 31 41 28 15 
英国 34 23 18 16 33 23 18 16 
マレーシア 43 31 20 14 43 31 20 14 
フランス 13 7 3 6 13 7 3 6 
バングラデシュ 24 15 11 5 23 15 11 5 
ドイツ 22 11 3 5 22 11 3 5 
インド 10 8 7 4 10 8 7 4 




大犯罪が 2001年には 54.6％、2006年には 66.4％、2011には 42.6％を占めている。これは 2011






















5 年以上 10 年未満が 107 人(12.6％)、その他の順である。これらの数値は、2001 年に比べて 10
年以上の受刑者は約 5.3 倍の増加を示しており、無期受刑者も約 2.1 倍、10 年以下の受刑者は
2.4倍に増加するなど、重大犯罪発生率が高まるにつれ、益々10年以上の長期受刑者の増加が目
立つようになった。一方、日本に関しては東京矯正管区傘下の外国人受刑者の専門収容施設に収
容されている受刑者の刑期別状況をみると280、総外国人受刑者 593人のうち、5 年以上 10年以下





                                               
278 政府統計の総合窓口（http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001096464）参照。 
279 法務部矯正本部・前掲注（275）112頁。詳細な内訳は、1年未満 51人（6.0％）、1年以上 281 人
（33.1％）、3 年以上 224 人（26.4％）、5 年以上 107 人（12.6％）、10 年以上 139 人（16.4％）、20 年
以上 5人（0.6％）、無期 39 人（4.6％）、死刑 2人(0.2％)である。 
280 2013年 5月 1 日現在、施設見学時の説明会資料参照。データ収集の限界上、東京矯正管区内のう
ち、国際対策室が設置されている府中および横浜刑務所の状況を踏まえた。詳細な内訳は、1 年未満
36 人（6.0％）、1 年以上 67 人（11.3％）、3 年以上 53 人（9.0％）、5 年以上 83 人（14.0％）、7 年以











表 4-5 は、2004 年から 2012 年までの韓日両国の国際受刑者移送実績を示したものである。韓





表 4-5 韓日の国際受刑者移送実績状況（人） 
年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 計 
受入移 
送人員 
韓国 - - - 3 8 8 1 10 15 45 
日本 - - 1 1 - - - - - 2 
送出移 
送人員 
韓国 - - - 2 3 2 1 - 1 9 






を加えて合計 2人の実績を見せている。送出移送においては、CE条約発効後約 10ヶ月後の 2004
年 4 月に初めてイギリス人受刑者を移送して以来、着実に件数を上げて 2012 年末までに 223 人
の外国人受刑者を移送した。この数値は韓国に比べて高い数値を示しているが、外国人受刑者の
                                               
281 コカイン輸入の謀議などで 30 年の拘禁刑の判決を受け、米国で服役していた 70 代の男性が、日
本へ移送された。海外の日本人受刑者の受入は初めてで、この受刑者は禁錮 20年に相当する刑を受け
る。「日本人受刑者初の受け入れ 70代男性、米国から移送」『共同通信』（2006年 4月 28日）。 
282 麻薬法違反で懲役 3年の刑を言い渡され、服役していた 41歳の男性が韓国から受入移送された（韓




ており、オランダ人受刑者の移送が 43 人で最も多く、次いで、英国 37 人、カナダ 26 人、米国
25人などの順である。外国人受刑者数と移送実績を比較すると、概ね自国民保護傾向が強い国が
移送に積極的であることが分かる。 




また、2008 年から 2012 年 7 月までの韓国の刑事施設や外国の刑事施設に収容されている受刑者
の移送申請件数と移送状況をみると284、申請件数に比べてその許可率が非常に低いことが分かる。
受入移送の申請人員は 233 人であるが、許可人員は 36 人で、約 15.5％の割合を示しており、送

















                                               
283 愛知正博、足立友子「受刑者移送条約の問題点」『刑法雑誌』第 51巻 3号（2012 年）484 頁。 


































                                               
285 金学成「在外韓国人の受刑者の保護方策」国会立法調査処政策懇談会（2010年）5頁。 

































                                               
289 法務部政策ニュース（2006 年 10 月 16 日）。1984 年制定のタイの移送法では、執行国で刑を執行
する場合、自国で宣告された刑罰の効果が減少されてしまうおそれがあることと、被害者を含む国民




290 ソウル高等裁判所 2013年 4月 24日判決、事件 2012누 35636号（第 1審判決、ソウル行政裁判所
2012 구합 23211 号）。ただし、同事案について憲法裁判所が違憲判決を下したことにより、現在は未


























CE 条約第 10 条 2 項によると、裁判国と執行国間の刑の性質や期間などに関する法律体制が一
致しない場合には、司法または行政上の手続による刑の変更が認められるが、善時制度など、収
                                               
291 손영일「米国から国内の刑務所に移動したが、懲役 3 年より...青天の霹靂」『週間東亜』（2008
年 6月 5 日）社会面。 




要素を導入して制裁を加えることであり、無罪推定の原則に反する（憲法裁判所 2009 年 6 月 25 日判
決、 2007헌바 25号、判例集 21 巻 1集 784～819）。 
293 中国で 12 年の刑を服役中に受けた減刑が韓国では認められないということで韓国への移送を断
念したという。また、韓国より仮釈放率が高い日本で収容生活をする方が有利だとして移送申請を放


































                                               
294 金学成・前掲注（285）5頁。 
295 2011年末の来日外国人受刑者は、府中刑務所に 15.0％、横浜刑務所に 6.8％、大阪刑務所に 11.0％、
福島刑務所に 0.5％収容されている。法務省矯正局『矯正統計年報Ⅰ』（2012年）。 

















送事実を知らせたのは移送承認後 4 ヶ月、つまり、移送申請後 2 年 10 ヶ月が経過してからのこ
とであった299。また、2010 年 2 月 15 日、日弁連人権擁護委員会が、韓国人受刑者に移送条約の














































2012 年 8 月現在、韓国外交通商部によると、全世界に収容中の韓国人被収容者は 36 ヶ国に計
1,169 人（捜査中の拘禁者含む）収容されているという。このうち麻薬事犯が 237 人（20.3％）
で最も多く、殺人 175 人（15.0％）、詐欺など 132 人（11.3％）の順である。国別被収容人員は
                                               
301 大橋哲「国際受刑者移送法について」『犯罪と非行』第 137 巻（2003年 8 月）54 頁。 
302 法務部次官を委員長とし、法務部検察局長、犯罪予防政策局長、矯正本部長、最高検察庁公判訟
務部長、外交通商部在外同胞領事局長などで構成されている。 
303 2003年国際受刑者移送法制定時、国際受刑者移送審査委員会を設置したが、2008 年 5月、行政安
全部が、運用実績が悪化した委員会や、長期間構成されていない委員会を統廃合するなどの法律の改









いる306。地域別では、アジア 139 人、大洋州 2 人、北米 22 人、中南米 4 人、欧州 3 人、中東 10
人、アフリカが 4人であった。  




年、来日外国人受刑者のうち CE 条約締約国の受刑者は、外国人受刑者の約 12％を占めているの









け双方が努力していきたい旨を述べられ、2011 年 11 月頃には北京で第 2 回受刑者移送条約締結
交渉会合が開かれた。イランとの関係では、2008 年 12 月に東京にて、受刑者移送条約締結の可
能性を検討するための予備協議を実施、2009年にはイランにおいて第 2回予備協議が実施された。
2013 年 6 月には東京において締結交渉第 1 回会合が行われており、2013 年 12 月 11 日・12 日に
第 2回会合が実施された308。ブラジルとの関係では 2003 年に協議が始まり、これまで 3回の予備
協議を経て309、2014 年 1 月 24 日、日・ブラジル間受刑移送条約の署名が行われ、2014 年 6 月 4
日、参議院本会議で可決され承認されている。今後はブラジルの国内の手続きを待って発効する
こととなっている310。本条約の効力が発生すると、CE 条約以外に 2国間条約を締結した国は 2つ
                                               
305 김성호「外国人収容者麻薬事犯最多」『忠清日報』（2012年 10月 21日）政治面。 
306 外務省『外交青書』（2012 年）261頁、日本人による犯罪の発生件数は 465件に達している。外務
省領事局海外邦人安全課『2011年海外邦人援護統計』1 頁。 
307 内田雅人「国際受刑者移送制度の現状と課題」『刑政』第 120巻 1 号（2009年）33頁。 
308 外務省報道発表（http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press4_000431.html）参照。 
309 加藤佐千夫「国際受刑者移送法について」『中京法学』46巻 1・2号（2012年）20頁。 
310 「ブラジル人受刑者の移送条約 承認」『NHK ニュース WEB』（2014年 6 月 8日）政治面 。 
143 
 






























                                               
311 外務省報道発表（http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/press4_000531.html）参照。 
312 林谷浩二 「受刑者の国際移送の現状と課題」『刑事法ジャーナル』第 27号（2011 年）23頁。 
313 加藤佐千夫「国際受刑者移送法について」『中京法学』46巻 1·2号（2012年）12頁。 
314 太田達也「国際犯罪の増加における矯正の果たす役割―来日外国人受刑者の処遇を中心として―」































                                               
315 愛知正博、足立友子・前掲注（283）484 頁。 
316 現在の締約国は 35ヶ国で、欧州平議会の非加盟国は 1ヶ国もこの議定書に加入してない。フィリ
ップ・オステン「ヨーロッパにおける受刑者移送制度の動向―ドイツの状況を手がかりに―」(宮澤浩





















 韓国刑法第 9条では、「14歳にならない者の行為は罰しない」とされ、刑事未成年者を 14歳未
満と規定しており、10〜13 歳の児童は触法少年として刑事罰を科していない。しかし、法務部に










                                               
318 大橋哲・前掲注（301）50 頁。林谷浩二・前掲注（312）23頁。 
319 韓国弁護士協会も刑事未成年者の年齢を 14 歳から 12 歳へ調整する必要があるという意見を法務
部に提案した。박유영「[弁協]刑事未成年者の年齢、14→12 歳下向き必要」『ニューシス』（2010 年
12月 26日）社会面。 
320 少年法は刑事未成年の場合にも刑法に抵触する行為をした 10 歳以上 14 歳未満の少年を触法少年
に定め、保護処分ができるようにしている。保護処分は、刑罰ではないので、刑事責任能力がなく、
保護の必要性、すなわち繰り返し非行を行う可能性と矯正の必要性が要求される。이혜민「刑事未成

























を 1 年以上（インドは 6ヶ月以上）と規定したうえで、裁判国と執行国両方324が残刑期に関係な
く移送に同意できるとする例外規定を設けている。 
 移送手続にかかる時間は、オランダやイギリスは積極的に対処して手続も迅速である一方、日
本は、早ければ 11 ヶ月、通常は 2 年程度かかるという325。このような現実に鑑みれば、CE 条約






323 신용해「国際受刑者移送制度の導入と運用の実際」『矯正研究』第 28 号（2005 年）6頁。 
324 タイの場合には、裁判国の同意があればそれで足りる。韓国とタイの間の受刑者移送および刑の
執行での協力に関する条約第 4条 2 項。 
325 愛知正博、足立友子・前掲注（283）482 頁。 
147 
 
は残刑期を 6ヶ月以上と定めており、また、日本が 2 国間条約を締結したタイに関しては服役期


























                                               
326 各庁の予算と取扱人員からラフに割り出した費用を積み上げると、平均的な刑事施設で被収容者





の送還、国費送還の 3 種類がある。 







































い方式の民営刑務所を運営しており、韓国も 1999 年「行刑法（1950 年法律第 105 号）330」に民
営刑務所導入の法的根拠を用意し、この法律を根拠に「アガペー財団331」と委託契約を締結して
2010 年 12 月韓国初の民営刑務所を開所した。一方、日本は「民間資金等の活用による公共施設
等の整備等の促進に関する法律（1999年法律第 117号）」（以下「PFI332法」という）に基づいて、
公共施設の建設、維持管理、運営などを民間の資金やノウハウを用いて行う新しい方法を矯正の
領域に導入し、2007年 4 月美祢社会復帰促進センターの開所を皮切りに、3 つの PFI刑務所333を
                                               
329 国会事務局法制予算室「刑務所民営化の争点と課題」（1999年）4頁。 
















































































                                               
336 韓錫寛「キリスト教民営刑務所の活性化方案」尚志大学大学院法学科修士論文（2009 年）62 頁。 































                                               
338 仁川拘置所と大邱刑務所の場合、坪当たり、3.19人と 3.01人を収容（坪当たり収容定員は 2 人）
している。アガペー財団ホームページ（http://www.agapeprison.org）参照。 
339 第 11条（独居収容）被収容者は独居収容する。ただし、必要な場合には雑居収容することができ
る。法律第 105 号、1950年 3月 2 日制定、1950年 3月 18 日施行。 
340 国民の実生活と密接に関連している犯罪である。 






表 5-1 民営刑務所法制定前後 6 年間の収容人員と収容定員の推移 
年   度 1998 1999 2000 2001 2002 2003 
収容定員(人) 56,500 58,000 58,000 59,130 58,440 44,350 
収容人員(人) 67,883 68,087 62,959 62,235 61,084 58,945 




数の法令を参照して多角的に検討を行った。この結果をもとに 1999 年 7 月「行刑法」に矯正業
務の民間委託に関する規定を置く改正案と「民営刑務所等の設置・運営に関する法律」（以下、「民
営刑務所法」という)案を立法予告し、宗教界、人権団体などの意見を求めた。続いて 1999年 12
月 28日、これらの内容を含んだ「行刑法」が改正され、2000年 1月 28日には「民営刑務所法342」
同法施行令、同法施行規則を制定・公布し、2001 年 7 月 1 日から施行されるに至った。これは、
これまで国家が独占的に運営していた刑執行業務や矯正業務を民間に委託するという点で画期







選定された。これによりアガペー財団は 2003年 2月、法務部と委託契約を締結し、2006年 12月
に建築許可が承認され、2010 年 12月、平均 22.4％344の再服役率を 3％以下に下げるという目標345
                                               
342 法律第 6206号、2000年 1 月 28日制定 、2001 年 7月 1日施行。 
343 「民営刑務所法施行令」第 2 条 委員長は法務部次官であり、委員は裁判官・検事・弁護士、関
係行政機関の公務員、教授、宗教家、ジャーナリスト、民間企業経営者などで矯正および経営に関す
る学識と経験が豊富な者と市民団体（非営利民間団体支援法による非営利団体をいう）が推薦する者
の中で法務部長官が任命または委嘱する（2009年 9月 3日削除）。 
344 法務部矯正本部「2010 年出所者再服役率調査結果報告」（2010年）4頁。 




























                                               
346 宗教別人員をみると、総人口 47,041,434 人のうち、有宗教者は 24,970,766 人（53.1％）、無宗教
者は 21,865,160 人（46.5％）、不詳が 205,508 万人（0.4％）である。また、有宗教人員の中で、仏教
10,726,463 人（22.8％）、プロテスタント 8,616,438 人（18.3％）、カトリック 5,146,147 人（10.9％）、
















有 宗 教 
無宗教 






























































































設の収容舎棟は地上 2 階の×字形態の構造になっており、133 の居室350がある。また、大講堂、
職業訓練や作業のための施設、被収容者食堂、職員宿所、運動場などを備えている。保安設備と
                                               
349 韓錫寛・前掲注（336）62 頁。 
350 居室は、一般独居室 46 室、障害者室 3 室、懲罰室 6 室、病室 6 室があり、雑居室は 3 人部屋 10






















ない。現在、被収容者対職員比は 2.7対 1で国営刑事施設の 3対 1に比べて良好である351。 
（２）対象者の収容条件および収容状況 
収容対象者は「民営刑務所設置・運営等矯正業務委託契約書」第 44条および第 50条に規定さ
れている。その内容をみると、①2 犯以下であること、②刑期 7 年以下の男子受刑者で残刑期が







っており、2012年 4月現在、収容現員は 304人である。これは、2011年 3月現在、全国 50の国
                                               
351 2011年末の韓国の被収容者の数は、45,681人、職員は 14,889人、2010年末の日本は、被収容者
72,975人、職員 19,109 人である。日本の被収容者対職員比は、国営刑事施設が 3.8対 1であり、PFI
刑務所は職員 1 人当たり 4 人の被収容者を負担するように構想された。花村博文「美祢社会復帰促進




状況をみると353、収容人員 297人のうち、重大犯 198人（66.7％）、財産犯 57人（19.3％）、経済






















しては、起床から就寝まで受刑者と職員、ボランティアが 1 つの共同体で 1 対 1 の指導、相談、
関係回復、心の癒し、文化芸術活動、出所後の社会内定着を助けるプログラム、被害者と加害者
                                               
352 PFI 刑務所の収容定員は 6,300 人（美祢 1,300 人、島根あさひ 2,000 人、喜連川 2,000 人、播磨
1,000 人）で全刑事施設の約 7％に相当し、2010 年末の収容人員は、美祢 723人、島根あさひ、1,781
人、喜連川 1,603人、播磨 748人である。 
353 김남영、이혜미「民営刑務所の運営実態と改善課題」国会立法調査処現場調査報告書第 17 号 
（2011年）24頁。 
354 ソマン刑務所教育教化課長によると「数年間、1 日 3 食を刑務所の部屋で食べることと、食堂で
共に食べることは小さいようでいて、大きな違いがある」と述べ「受刑者たちの人格を尊重し、共同
体生活の中で秩序を守る方法を学ばせようということにその意味がある」と説明した。심성미「再犯






門家 100人余りが参加する 20種類のプログラムはこの刑務所の最も大きな特徴で、その中でも 1
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 職場、家族 維持  
↕ 
施設外 
       連携 
施設内（12-18ヶ月）  






























































































年 1 月 29 日現在まで、279 人が出所（約 80％以上が仮釈放）し、再犯を犯して刑が確定された








































加につながり、職員 1 人当たりの被収容者負担率は、1996 年 2.9 人から 2005 年には 4.5 人に増








                                               
359 西田博「民間開放の推進による公共サービス改革の可能性―刑務所における公権力の行使に関わ
る公共サービスの民間委託をケーススタディとして」（2013 年 5 月 8 日）RIETI BBL セミナー
（http://www.rieti.go.jp/jp/events/bbl/13050801.pdf）参照。 
360 刑事施設の運営業務に係る官民競争入札および民間競争入札事業拡大措置検討委員会「刑事施設
の運営業務に係る民間競争入札事業の今後の拡大措置の方向性について」（平成 25 年 4 月）6 頁。
（http://www.moj.go.jp/kyousei1/kyousei08_00041.html）参照。 




会復帰促進センターの挑戦と課題』島根県立大学 PFI研究会編（2009 年）19頁。 
























美祢社会復帰促進センターは、2004 年 3 月、施設の実施方針の策定・公表があった後、2005
年 4月事業者選定の競争入札が行われ「美祢セコムグループ」が事業を落札し、複数の企業の出
資により新たに設立される SPC（Special Purpose Company：特別目的会社）である「社会復帰サ
ポート美祢（株）」と国との間で、事業期間を 20 年とする（2005 年 6 月 21 日から 2025 年 3 月
31 日まで）契約を締結した。2006 年 1 月には建物の建設に着手し、2007 年 4 月 1 日から施設の
運営を開始した。元々、同施設が入ったところは「美祢テクノパーク」という工業団地が造成さ




                                               
364 森田祐一郎「PFI 刑務所の概要と成果（特集・「PFI 刑務所」の現状と展望）」『法律のひろば』第







表された後、2006 年 10 月に事業者選定の競争入札が行われ「島根あさひ大林組・ALSOK グルー
プ」が事業を落札し、SPCである「島根あさひソーシャルサポート（株）」と国との間で、事業期
間を 20年とする（2006年 10月 20日から 2026年 3月 31日まで）契約を締結した。2007年 6月
には工事に着工し、2008年 9月に建設の工事が完了、2008年 10月 1日から運営を開始した。 
喜連川社会復帰促進センターは、2006年 9月に施設の実施方針の策定・公表があった後、2006
年 12 月「栃木さくら地域振興コンソーシアム」を設立、2007 年 3 月「喜連川社会復帰促進セン
ターなど PFI特区」が構造改革特区として内閣府に認定された。2007年 4月事業者選定の競争入
札が行われ「喜連川セコムグループ」が事業を落札し、2007年 6月に SPCである「社会復帰サポ
ート喜連川（株）」と国との間で、事業期間を 15年とする（2007年 6月 5日から 2022年 3月 31
日まで）契約を締結し、2007 年 10月 1日から施設の運営が開始された。 
播磨社会復帰促進センターは、2005年 10月に新営工事が着工され、2006年 9 月に民間事業者
選定および実施方針の策定・公表があった後、2006 年 9 月に PFI 方式の導入が決定され、2007
年 4 月、事業者選定の競争入札が行われ「播磨大林・ALSOK グループ」が事業を落札した。2007
年 5月に SPC「播磨ソーシャルサポート（株）」と国との間で、事業期間を 15年とする（2007年
5 月 31 日から 2022 年 3 月 31 日まで）契約を締結した。2007 年 3 月、新営工事が完了され、加
古川市から構造改革特区として認定され、2007年 10 月 1日から施設の運営が開始された。 
第２項 PFI刑務所の現状 
（１）各 PFI刑務所の概要 







                                               


















員は、男子受刑者 500人、女子受刑者 800人を合わせて 1,300人である。発足当時の女子受刑者
の定員は 500 人であったが、定員を超えた過剰収容の女子刑務所が続出する事態370が生じていた
ことから、2011年 10月に女子収容棟を増設し、300人を増員した。職員の状況は、当初、職員 1
人当たりの被収容者負担率を 4 人にして構想されており、325 人で想定された。現在国の職員が
175 人、民間の職員は 150 人程度積算されているが、フルタイム、またはパートタイムなどに従
事している関係で平日勤務者が約 200人程度であり、約 820人程度がセンターに出入りすること








受刑者 2,000 人であり、そのうち、知的精神障害者 90 人、身体障害者 100 人、人工透析が必要
な受刑者 30 人を特化ユニットに収容して特別プログラムにより多様な処遇を行っている。職員
の定員は国の職員が 189人であり、民間の平日勤務職員は約 370人である373。 
                                               
368 BOT とは、PFI 方式にみられる形態の 1 つで、民間事業者が施設等を建設し、維持・管理および運
営 し 、 事 業 終 了 後 に 公 共 施 設 等 の 管 理 者 等 に 施 設 所 有 権 を 移 転 す る 方 式 で あ る 。
（https://www.env.go.jp/policy/assess/5-3synthesis/eia_h20_5/mat_5_03.pdf）参照 。 
369 松尾多英子「PFI 刑務所について―多角的検討と評価」『龍谷大学大学院法学研究』第 12号（2010
年）19頁。 
370 2010年末現在、女子受刑者の収容率は 120.3％であり、収容定員を 2割上回る状態が続いている。
法務省法務総合研究所『平成 24 年版犯罪白書』58頁。 
371 花村博文「PFI刑務所美祢社会復帰促進センターにおける矯正処遇の取組―その現状と課題」『犯
罪と非行』第 172号（2012 年 5月）62頁。 
372 松尾多英子・前掲注（369）20 頁。 







れぞれ 250人ずつ、合計 500 人を特化ユニットに収容して様々なプログラムを実施している。職






















                                               
374 花村博文「PFI 刑務所―官民協働による刑務所運営の現状と今後の展開」刑事政策研究会基調報
告『論究ジュリスト』（2012 年夏号）（2012 年夏号）229 頁。 































表 5-3は 4つの PFI刑務所の収容状況を示したものである。収容定員に達すると予想した時を
超えた今なお、いまだに収容定員を下回っている状況が続いている。各 PFI刑務所の収容定員を
合計すると、6,000 人（2011 年 10 月現在は 6,300 人）であり、これは国営刑事施設の収容定員






表 5-3 4 つの PFI 刑務所の収容状況 
                                               




 美祢センター 島根あさひセンター 播磨センター 喜連川センター 
収 容 定 員 1,000 2,000 1,000 2,000 
収容定員に達すると設定し
た時の収容人員（％） 
2008年 1月 1日 
477人(47.7) 
2009年 10月 1日 
908人(45.4) 
2008年 4月 1日 
704人(70.4) 
2008年 4月 1日 
1,146人(57.3) 
2007年 1日の平均収容人員 309（*567） － 361（*704） 533（*1,146） 
2008年 1日の平均収容人員 723（*841） 261（*532） 884（*924） 1,540（*1,611） 
2009年 1日の平均収容人員 795（*749） 883（*1,351） 795（*699） 1,437（*1,372） 
2010年 1日の平均収容人員 732（*723） 1,484（*1,781） 703（*748） 1,439（*1,603） 
2011年 1日の平均収容人員 746（*826） 1,635（*1,510） 900（*899） 1,712（*1,697） 
2012年 1日の平均収容人員 853（*892） 1,464（*1,540） 830（*821） 1,602（*1,535） 
*は、各年度末収容人員を示したものである。 











指導を計 160人に実施しており、薬物犯罪者の改善指導として Addiction Control Program、R4、






グラム、ホースプログラム、盲導犬パピー育成プログラム、 SST プログラム、 ペアレンティン
グプログラムなど計 21 の一般改善指導を計 453 人に実施しており、薬物依存離脱指導、交通安
全指導、就労支援指導など 7 つの特別改善指導を計 75 人に実施した。このうち、盲導犬パピー
育成プログラムは、受刑者が生後 2ヶ月の子犬を 1歳になるまで育てるプログラムで、盲導犬育
                                               
381 刑事施設の運営業務に係る官民競争入札および民間競争入札事業の拡大措置検討委員会「刑事施












ログラムなど計 7 つの一般改善指導を計 71 人に実施しており、薬物依存離脱指導、被害者の視
点を取り入れた教育、交通安全指導、就労支援指導など計 7 つの特別改善指導を計 60 人に実施
した。さらに、調理科、ビルハウスクリーニング、窯業科、福祉用具専門相談科、竹細工科、コ
ールセンター科などの計 14 科目の職業訓練を計 169 人に実施した。播磨センターは、性的トラ
ブル・飲酒・ギャンブルなどの問題指導、パートナーシップ指導、社会適応スキル指導、再犯防
止のための内省指導、父親教育、アニマルセラピー講座、クラウニング講座、SST383、CBT384講座、
グループミーティングなどの計 25 個の一般改善指導を計 275 人に実施しており、薬物依存離脱






が占める割合が、最近 10年間において増加傾向が続いて 73％となっており、また、平成 17年か
ら平成 21 年までの 5 年間において、無職の保護観察対象者の再犯率は有職者の再犯率の約 5 倍
となっている状況からすると無職者による再犯が顕著な現状から再犯防止のための職業訓練の
                                               
382 島根県「特別企画 2 島根あさひ社会復帰促進センター」『県政広報誌「フォトしまね」164 号』
（https://ssl.pref.shimane.lg.jp/kochokoho/photo/164/asahi.html）参照。  
383 Social Skills Training の頭文字として、精神障害者の社会復帰を可能ならしめるために、主と
して対人関係技能の改善を目ざして、それらを合理的に訓練していく治療的技法である。精神療法の
なかでは認知行動療法の一種と考えられている。一般社団法人 SST 普及協会「SST とは」
（http://www.jasst.net）参照。 














かと考える。また、4 つの PFI 刑務所においては、運営開始に当たって最優先に措置すべき職員

















                                               
385  犯 罪 対 策 閣 僚 会 議 「 再 犯 防 止 に 向 け た 総 合 対 策 」（ 平 成 24 年 7 月 ） 8 頁 
（http://www.moj.go.jp/hisho/seisakuhyouka/hisho04_00005.html） 参照。 
386 花村博文・前掲注（374）233 頁。 
387 西田博・前掲注（359）。 




























                                                                                                                                                  
390 政府の宗教支援予算の 80％が仏教界に対する支援である。（2010 年 185 億ウォン、2011 年に 122
億 5千万ウォン）。조채희「曹渓宗 テンプルステイ予算支援」『連合ニュース』生活文化面（2010年
12月 13日）。 
391 박준성「プロテスタント界、ソマン刑務所是正措置に仏教界を批判」『天地日報』（2012年 3月 14
日）宗教面。 
392 第 11条 ①誰であれ性別・宗教や社会的身分によって政治的、経済的、社会的および文化的な生
活のすべての領域において差別を受けない（1948年 7月 17 日憲法第 1号）。 
393 송지희「ソマン刑務所、入所者収容手続き違反」『法報新聞』（2011年 12月 5日）特別企画面。 
394 전수영「政府刑務所よりできなかった民営刑務所」『日曜ソウル』（2011 年 12 月 14 日）社会面。 
395 2011 年受刑者の宗教状況をみると、プロテスタント 38.1％、仏教 23.8％、カトリック 12.7％、






























                                                                                                                                                  
繋げるだけでなく、イエス・キリストの中で新たな人生として社会へ復帰して神様に栄光をささげる
生活を送るように導いて、ひいては社会全体を聖化することを目的とする。  
397 「民営刑務所法」第 33条但書 被収容者の教育教化プログラムに関してはその矯正法人の意見を
最大限尊重しなければならない。 
398 서창석「ソマン刑務所の被収容者と一緒に自由に向かって出発」『矯正』第 416 号（2010 年）17
頁。 











合、国営刑事施設受刑者 1 人当たりの経費 2,000 万ウォンを乗じた 90％に相当する 54 億ウォン
程度を支給する402。 












                                               






402 2011年度には運営経費の 90％である 54億ウォンが支援され、2012年には前年に比べ 6億円が増








































                                               
406 （会計の区分）①②略。③第 1 項の規定による法人の一般業務に関する会計は、一般的な業務会
計と収益事業会計に区分することができる。 
407 김남영、이혜미・前掲注（353）33頁。 
408 전수영「政府刑務所よりできなかった民営刑務所」『日曜ソウル』（2011 年 12 月 14 日）社会面。 





























務所法」第 32 条、第 33条414には、法務部長官は必要な場合、職権または申請を受けて所属公務
                                               



















































まず、ソマン刑務所の職員の年齢別分布は 30 代が 50％と最も多く、次が 40 代前半 30％、20



















                                               
417 2009 年、日本の刑務官の年齢別人員は、50 歳以上 30.1％、30 代 29.3％、40 代 23.5％、29 歳以
下 17.1％であるのに対して、2010 年 7 月時点の喜連川 PFI 刑務所の刑務官の平均年齢は 35.7 歳であ
り、約 34％の刑務官が採用されてから 5年が経過していないことについて、業務への理解不足、保安
事故の虞が予想される。また、PFI 刑務所定着の障害要因の 1 つは民間職員の高い離職率である。 大
竹和之「喜連川社会復帰促進センターの現状と今後の課題－地域社会との共生の重要性」『犯罪と非行』












































                                               
421 VFM とは、投入された税金に対して生み出される価値のことを表す概念で、より少ない税金でよ
り質の高いサービスを提供することを指す。田嶋義介、岩本浩史、松永桂子「PFI 方式による刑務所












祢センターが 48 億円（約 8.5％、平成 22 年 8 月からは 47 億円で約 6.9％）、島根あさひセンタ







と424、および、当初の見積もりから大きく外れ、例えば 600 億の経費がかかる 1,000 人規模の施
設で、民間が 550 億で受注すれば、総額 50 億円、単年度で 2 億 5,000 万円の費用を節約するこ
とになるが、これは 20 年間収容率 100％を維持することを前提としており、初年度に 60％、そ
れ以降 80％の収容率を維持した場合、事業のライフサイクルコスト425は 495億円になり、550 億
では 55億円の費用になるため、結局、100億円の建設費支払いを分割して先延ばししたに過ぎな
い426ことに鑑みれば、今までの収容率をみると、予想とおりの収容率に至らなかったという現実
から決してコスト面で大きな効果を見せているとはいえない。したがって、PFI 手法の 1 つのメ
リットとして考えると、PFI 刑務所運営においてより多くの経費削減につながるようにしなけれ
                                               
422 多数の企業で構成される特別目的会社（美祢セコムグループ、島根あさひ大林組・ＡＬＳＯＫグ
ループ、喜連川セコムグループ、播磨大林・ＡＬＳＯＫグループ）。 
423 国と特別目的会社との間に締結された契約金額は、美祢が約 639億円、島根あさひが約 922億円、
喜連川が約 387 億円、播磨が約 268 億円である。内閣府「新しい公共の推進に係る各府省からの施策
の 聴 取 」 法 務 省 配 布 資 料 （ 2010 年 9 月 8 日 ） 。
（http://www5.cao.go.jp/entaku/shiryou/shisakunotyousyu.html）参照。 
424 法務所矯正局の関係者のインタビュー（2012年 5月 30 日）。 






































年度決算検査報告』（平成 22 年 10月 26 日）124頁。 
428 花村博文・前掲注（374）230 頁。 



































                                               
431 太田幸充「美祢社会復帰促進センターの現状と課題―民間事業者の取組」（特集・「PFI 刑務所」
の現状と展望）」『法律のひろば』第 62 巻 7号（2009年）25頁。 
432 花村博文・前掲注（374）233 頁。 
433 花村博文・前掲注（374）237 頁。 
181 
 
ないだろう434。平成 19 年度の美祢センターの民間職員の離職率をみると、採用者の約 10.3％が

























人（既決 72,129人）に対し、収容率 80.9％（既決 90.0％、未決 44.8％）となっている。女子被
収容者の収容率は 2007 年以降おおむね横ばいであり、2010 年末の収容定員 5,464 人（うち既決
3,921人）に対し収容率は 97.8％（既決 120.3％、未決 40.5％）で、既決は収容定員を約 2割上
                                               
434 菊田幸一、海渡雄一・前掲注（363）255 頁。 
435 手塚分哉「美祢社会復帰促進センターの取組と刑事施設の在り方」社会復帰シンポジウム基調報
告（2008年 12月 21日）11～12頁。 
436 松尾多英子・前掲注（369）25 頁。 
437 花村博文・前掲注（374）226 頁。 


















になっているからである。それで、2007 年から 2009 年までに国が民間業者に支払った金額のう














                                               
439 法務省法務総合研究所『平成 23年版犯罪白書』58頁。 
440 法務省『矯正統計年報Ⅰ』（平成 22年）18〜21頁。2012年末現在の収容率は美祢が男子 75.0％、
女子 64.5％、島根あさひが 76.9％、喜連川が 76.5％、播磨が 82.1％の割合を示している。 





























り、これは A 符号ではなくて、本当は B符号の受刑者に行うべきプログラムであること445に鑑み
ると、「犯罪傾向が進んでいる受刑者」の中でも、今後改善が可能になると予測される者の PFI
                                               
443 「犯罪傾向が進んでいない受刑者」は、年末受刑者総数 58,726 人のうち、22,320 人（外国人被










































                                               
446 美祢 PFI 刑務所の被収容者の収容条件の刑期を「おおむね 1 年以上 5 年以下であること」から、
男性は「執行すべき刑期が 6 年以下であり、同センターでの残刑期が 1 年以上であること」と、女性




































                                               
447 김남영、이혜미・前掲注（353）24頁。 
448 花村博文「PFI刑務所「美祢社会復帰促進センター」における矯正処遇の取組−その現状と課題（特

















表 5-4 ソマン刑務所と PFI 刑務所の比較 
                                               
449 同上、21頁。 
450 菊田幸一、海渡雄一・前掲注（363）248 頁。 








































川：2,000 人、播磨 1,000人)、全刑事施設の約 7％
に相当 
収容現員 304人（2012年 4月 12日現在） 
平成 22 年末現在 美祢 723 人、 島根あさひ、
1,781 人、喜連川 1,603人、 播磨 748 人 
収容対象 
①2犯以下。②刑期 7 年以下の受刑者で残

























国と SPC の間に一定期間（15 年〜20 年）の総額
で契約（美祢約 639億円、島根あさひ約 922 億円、
喜連川約 387億円、播磨約 268億円） 

























































































                                               
451 박상식「矯正公務員アンケート調査を通じた矯正の発展方向に関する研究」『矯正研究』第 30 号
（2006年）141 頁。   
































盗（26.4％）、性犯罪（20.2％）の順であり、刑期別にみると、1 年以上 3 年未満の者が最も高くな
っている。 
                                               






表 6-1 韓日の出所者の再入率状況（2004 年～2008年） 
出所
年 











































































かかる期間は、出所後 6月未満が 30％台前半で最も高く、1年以上 2年未満が 20％台後半、6月以上
1年未満が 20.0％台前半、3年未満が約 16.0％となっている。また、2003年および 2008年の出所受
刑者について、出所年を含む 5年間または 10年間における累積再入率は 49.5％と 39.8％であっ
た。満期釈放者は、仮釈放者よりも累積再入率は相当高い。2003 年の出所受刑者の 10 年以内の
累積再入率は、満期釈放者が 61.0％、仮釈放者が 40.4％であるが、このうち 5 年以内に再入所
した者は 10 年以内に再入所した者の 89.4％と 82.5 を占めしている。罪名別では、覚せい剤取締
法違反（49.3％）が最も高く、次いで窃盗、傷害・暴行、強盗の順である456。さらに、入所度数別に










                                               
456 法務省法務総合研究所『平成 25年版犯罪白書』131頁。 












た。両国の刑事施設の収容推移をみると、韓国は、1990 年 53,169 人であった収容人員が、1999
年には 68,087人となり、韓国政府樹立以来最高の収容率を示してからは、2000年には 63,472人、
2011年には 45,845人となり、1999年までに急な上昇傾向にあった収容人員が、2001年から減少
傾向へと転じた。一方、日本では、1990年には 48,243人であった収容人員が 2000年には 58,747


















た収容人員が、2003年に 3,623人と最も高い収容人員を見せた後 、2011年には 2,429人に減少
し、2011年には 2003年の 67.0％の水準に低下した。これに対し、日本の場合には、2001年 3,582









みると、2002年 878人であった高齢者が 2011年には、1,794人（総受刑者比 5.8％）となってお
り、約 2.1 倍の増加を見せている。高齢受刑者は、2002 年以降、一貫して増加しており、50 代
と 60 代の受刑者が継続的に増加するなど、受刑者の高齢化は今後も続くと予測される。日本の
場合は、2002年 5,870人であった高齢者が 2011年には 10,309人（総受刑者比 16.9％）と約 1.8










ICPS（International Centre for Prison Studies）の統計資料460によると、人口 10 万人当た
りの被収容者の数が最も多い国は米国で 716人であり、韓日両国の場合は、それぞれ 99人と 51人で、
各国の現状と比較して、比較的低いレベルに位置するといえる。また、各国の刑事施設の収容率は、









                                               
458 社会全体の高齢化に伴って、受刑者の高齢化も進行している。一般的には、65歳以上の者を「高
齢者」とすることが多いが、過去の統計資料には 65歳という年齢区分が存在しないものが少なくない
し、刑事施設の特性上、60 歳以上の者を「高齢者」とする。法務省法務総合研究所『平成 16 年版犯
罪白書』（http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/48/nfm/n_48_2_5_3_2_2.html）参照。 










































































64,379 79 186 77,243 83.3 2013.3. 
ニュージーラン
ド 
法務省 矯正部 8,597 192 17 9,545 90.2 2013.6. 
スウェーデン 法務省 保護観察局 6,364 67 82 7,046 90.3 2012.1. 
イタリア 法務省 矯正部 64,835 106 225 47,703 135.9 2013.8. 
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図 6-1 法務部組織図 
     法務部      
            
               
企画 
調整室 
 法務室  検察局  
犯罪予防 
政策局 










  1948 年 7 月 17 日に大韓民国憲法が制定・公布された当時の法律第 1 号で「政府組織法」が制
定され、同年 11月 4日大統領令第 21号で、法務部職制が公布・施行された。同職制によって矯
正行政を総括する矯正本部（当時の刑政局）は、監査課、刑務課、作業課、保護課、教育課、厚
生課など 6 つの課に組織された。その後、多くの職制改正を通じて、課名の名称変更が行われ、










図 6-2 矯正本部組織図 
   矯正本部   
法務研修院 
(矯正研修部） 
      
矯正企画課 
      
   地方矯正庁 (4)   保安課 
     分類審査課 
   刑務所 (31)   福祉課 
   拘置所(11)、支所(3)   社会復帰課 
   少年刑務所(1)   職業訓練課 
   職業訓練刑務所(2)   医療課 
   開放刑務所(1)    









































かさどる中間監督機関として、1991 年 9 月 30 日、大統領令第 13483 号「法務部とその所属機関































図 6-3 法務省組織図 
     法務大臣      
   大臣政務官        
     副大臣      
       事務次官    
            


















































図 6-4 矯正局組織図（平成 25 年 7 月現在） 
 (出所）法務省ホームページ（http://www.moj.go.jp/hisho/soshiki/sosiki.html) 
 
矯正局各課の所掌事務は「法務省組織令（2000 年 6 月 7 日政令第 248 号）」に基づき、次のと
おり定められている。 
                                               
461 法務省「各組織の説明」（http://www.moj.go.jp/kyousei1/kyousei_kyouse02.html）参照。 
462 2013 年 1 月 18 日、法務省矯正局長に刑務官出身の西田博氏を任命、これまで検察官の指定ポス
トだった矯正局長への刑務官の就任は、法務省の記録が残る 1975 年以降、初めてという。「法務省矯
正局長に西田氏」『時事ドットコム』（2013年 1月 18日）ホーム面参照。 
   矯正局  
矯正研修所 
    
総務課(矯正監査室） 
    
  矯正管区(8)  成人矯正課 
   少年矯正課 
  刑務所(58)、刑務支所(8)  矯正医療管理官 
  拘置所(8)、拘置支所(103)   
  少年刑務所(7)   
  社会復帰促進センター(4)   
  少年院(50)、分院(2)   
  少年鑑別所(51)、分所（1）   























でいる。各矯正管区の内部組織は、法務省組織令（2000 年政令第 248 号）第 66 条の規定に基づ
き第 1 部、第 2 部、第 3 部の組織で構成されており、第 1 部には総務課、職員課、管区調査官、
第 2部には成人矯正第 1課、成人矯正第 2課、成人調査官、第 3部には少年矯正第 1課、少年矯
正第 2課、少年矯正調査官が設置されており、矯正管区長は、職務の内容や責任の重大さから特
別俸給表の指定を受けた「指定職」の矯正公務員で任命している。その他の矯正管区各部の所掌




い未決拘禁者を収容する施設である。2012年 4月現在、刑事施設は、本所が 77庁（刑務所 62庁、
少年刑務所 7庁、拘置所 8 庁）、支所が 111庁（刑務支所 8庁 拘置支所 103庁）の合計 188庁が
ある。これらの刑事施設は法務省が所管しており、内部部局である矯正局および全国 8ヶ所に設
置されている地方支分部局である矯正管区が指導監督に当たっている。刑事施設の内部組織は
「法務省設置法（第 9 条 3 項）」に基づいて、「刑務所、少年刑務所および拘置所組織規則(2001
年 1 月 6 日法務省令第 3 号)」によって決まっている。刑事施設の組織は、施設の規模などによ
り若干の違いがあり、5 部制（総務部、処遇部、教育部、医務部、分類審議室）から 2 部制の組
織で構成されている。施設の規模をみると、収容定員 2000 人以上の大規模施設が 8 施設、1000








矯正公務員の定員 15,478 人のうち、現員 15,178 人（矯正職 14,119 人、医療職 210 人、技能職
577 人、別定職464119 人、その他 153 人）で構成されている。矯正職員の年齢別構成では、40 代





中間幹部 1,700 人（11.2％）、初級幹部が 6,882 人（45.8％）を占めており、下位職の一般職員












3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 9 級 機能職 
























                                               

























という。年齢別構成では、29 歳以下が 60％、30 歳〜39 歳が 26％、40 歳〜49 歳が 7％、50 歳以
上が 7％であり、職員の平均年齢が 29.3 歳で、経験 3 年未満の職員が 43％を占めていて、受刑
者とのコミュニケーションなどをめぐって、多くの困難があるという。また、対職員比受刑者の
割合も 1:4.4人で、日本の平均的な数値を超えていて、若い職員の割合が高い関係で育児休職者
が多数発生しており（休職期間 3 年）、3 ヶ月ごとに約 10 人の職員が退職している関係で、慢性
的な欠員状態である。 
表 6-4 日本の矯正公務員職級別構成比 
級別 
内訳 












2 36 74 109 439 426 513 1,928 3,741 8,742 3,027 
割合
(100％) 
0.01 0.19 0.39 0.57 2.3 2.2 2.7 10.1 19.7 45.9 15.9 
                                               
466 法務部矯正本部『矯正関連統計』（2012年）3頁。 
467 法務省『法務年鑑』（2011 年）267 頁（http://www.moj.go.jp/content/000104822.pdf）参照。（医
療職 683 人、行政職（Ⅱ）38 人)。 
468 「栃木刑務所」参観時の説明資料参照（2013年 7月 5日）。 
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（出所) 財務省「平成 24 年度一般会計予算」第 180回国会（常会）提出 
2012 年末現在の職級別構成をみると、矯正部長以上の上位職が 292 人（1.16％）、中間幹部が

























                                               










































                                               
471 조광근『ナイス矯正学』時代告示企画（2010年）69 頁。 
472 유선호『矯正行政発展と矯正公務員の処遇改善のための政策資料集：国民世論調査や矯正公務員




















年 3月現在474、50施設となって約 2.7倍に増加し、矯正職員は、3,938人から 15,069人へと 3.8





の外庁のうち 3 番目の規模で、全体国家公務員数 622,424 人のうち、2.4％に相当する規模であ
                                               
473 法務省矯正局「職員不祥事根絶のための総合対策」（2013年）1頁。 




















一方、日本は終戦当時の 1945年に 147あった刑事施設が 2012年末現在、支所を含む 188施設










                                               
477 警察庁（106,393 人）、国税庁（20,761人）、国税庁（20,761 人）、矯正本部（15,069 人）、検察庁
（9,910人）、海洋警察庁（8,408 人）、関税庁（4,694人）など 安全行政部『行政府国家公務員人事
統計』（2012 年）。 
478 유선호・前掲注（472）61 頁。 
479 矯正本部が法務部予算 2 兆ウォンの半分である 1 兆ウォンを使用しているので、分権化時代に、
法務部が 1 兆ウォン以上の予算を使用している矯正本部を隷属させておいてはならず、そのため、矯
正本部を矯正庁から独立させることを積極的に検討しなければならない。「法務部の政務的判断、国会
とコミュニケーションが必要 」『나눔ニュース』（2009 年 9月 23日）。 
480 法務省矯正局総務課職員係「矯正局の組織改編について」『刑政』第 116巻 5号（2005 年）。 
481  総 務 省 ホ ー ム ペ ー ジ の 行 政 機 構 図 （ 2013 年 7 月 現 在 ）
（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/satei_01_05.html）参照。 




予算 7,325億 766万円のうち、法務本省が全体比約 26.0％、法務総合研究所が 0.3％、検察庁が




























                                               
483  財 務 省 「 平 成 24 年 度 一 般 会 計 予 算 」 第 180 回 国 会 （ 常 会 ） 提 出
（http://www.bb.mof.go.jp/server/2012/dlpdf/DL201211001.pdf）参照。 
484 内閣府設置法第 49条、国家行政組織法第 3条。 
485 内閣府設置法第 40条 2、国家行政組織法第 8条の 3。 
486  厚 生 労 働 省 「 組 織 改 革 に 関 連 す る 法 制 度 の 概 要 と 現 状 に つ い て 」
（http://www.mhlw.go.jp/shingi/2005/10/dl/s1017-7c1.pdf）参照 


























営施設を除く）の刑事施設のうち、収容定員が 2,000 名以上の超大型施設が 2ヶ所（4 ％）、1,000
人以上を収容する大型施設が 21 ヶ所（42％）ある。国連の勧告に従った 500 人未満の施設は 15
あるが、これは全体の 30％に過ぎない。残りの 12（24％）の施設は 500 人以上 1,000 人未満の
施設で、国連の勧告が示した基準を超える準大型施設がほとんどである。これに対し、日本は 188
の刑事施設のうち 2,000人以上を収容する施設が 8（4.3 ％）、1,000人以上を収容する施設が 24
（12.8％）、500 人以上 1,000 人未満の施設が 33（17.6％）存在する。また、国連の勧告に従っ
                                               
488 구본홍「矯正庁独立設置・運営しなければなら」『（夕刊）내일新聞』（2005年 5 月 23日）社会面。 




491 문학진・前掲注（475）22 頁。 
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2012 年度の法務研修院の年間教育人員をみると494、集合教育人員 12,000 人のうち、矯正職員
が 5,709人（全体の 47.6％）であり、サイバー教育の場合にも教育人員 130,000人のうち、矯正
職員が 57,746 人（全体の 44.4％）で、法務部内でも最も高い割合を占めている。実施される教
育期間は、9級および 7級の新規職員が 4週〜7週、昇進の職員が 5日～4週、管理者が 3日と非











                                               
493 法務省矯正局・前掲注（473）5頁。 



































                                               
496 문학진・前掲注（475）16 頁。 
497 法務省「矯正研修所の沿革」（http://www.moj.go.jp/kyousei1/kyousei_kyouse18-01.html)参照。 
498 同制度の実施により、2007 年から 2012 年まで、50 人の刑務官が国内の大学院修士課程を修了し
ている。また、今年から高卒刑務官の教育機会の拡大を通じた業務能力開発、政策遂行能力を高めよ




























8 級勤務歴 8 年以上の者に対しては各階級の定員に関係なく自動的に昇進させる制度を施行して
いる。また、今年からは 7 級勤務歴 12 年以上の者のうち、上位 20％に該当する優秀な職員にも
その対象を拡大し昇進させる制度を施行しており、最低勤務年数を超えた職員は誰もが昇進試験
を受験できるように昇進方法を拡大した。しかし、ここには多くの問題が山積している。階級間





                                               
499 이영근「韓国矯正保護組織の発展の方向」『矯正研究』第 21号（2003 年）286 頁。 

















表 6-5 日本の行政職俸給（Ⅰ）の級別人員構成比 
級別内訳 10級 9 級 8 級 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級 
総人員 
143,442人 
225 1,275 2,062 3,328 15,255 16,884 32,703 44,948 17,392 9,370 
本部省 課長 室長 課長補佐 係長 係員 


































































                                               
501 平成 20 年から 24 年までの 5 年間に懲戒処分を受けた事案をみると、暴行、不適正な処遇、逃走
その他の保安事故に関連する矯正施設特有の事案が 143 件（37％）、隠蔽や不適正な事務処理などの仕








































































































































































































































































































・愛知正博、足立友子「受刑者移送条約の問題点」『刑法雑誌』第 51巻 3号（2012年） 
・赤池一将「フランス行刑から見る日本型行刑の特徴とその現在の課題」『龍谷大学矯正・保護
研究センター研究年報』第 6号（2009年） 






帰支援コミュ二テイの形成」『罪と罰』第 48巻 2号（2011年） 
・内田雅人「国際受刑者移送制度の現状と課題」『刑政』第 120巻 1号（2009年） 
・太田幸充「美祢社会復帰促進センターの現状と課題―民間事業者の取組―」（特集・「PFI 刑




―」『法律のひろば』第 55 巻 9号（2002年） 
・太田達也「刑事施設・受刑者処遇法下における矯正の課題―矯正処遇を中心として―」『犯罪
と非行』第 146号（2005年） 





・太田達也「矯正の危機!？高齢受刑者の増加」『刑政』第 119巻 9号（2008年） 
・太田達也「来日外国人犯罪の現状と刑事法的対応―日系ブラジル人の犯罪を中心として (特集 
ブラジル移民一〇〇周年・慶應義塾創立一五〇年記念日伯比較法シンポジウム)『法学研究』第








・大橋哲「施行から 5年を迎えた国際受刑者移送」『罪と罰』第 45巻 3号（2008 年） 
・大橋哲「刑事施設における受刑者処遇をめぐる取組とその変遷」『法律のひろば』第 65 巻 8
号（2012年） 
・大橋秀夫「矯正医学総論」『矯正医学』第 52巻第 50回総会記念号（2003年） 




第 116巻 12号（2005年） 
・小野義秀『矯正行政の理論と展開』矯正行政の理論と展開刊行会（1989年） 
・小野議秀「分類制度の発達」『犯罪と非行』第 135 号（2003年） 
・小野議秀『監獄(刑務所)運営一二○年の歴史―明治・大正・昭和の行刑―』矯正協会（2009年） 
・小野広明「北海道の矯正医療を支える人々（前）―矯正医療の現実と再生への道―」『刑政』
第 116巻 11号（2005年） 
・小畠秀吾「刑事施設における性犯罪者処遇プログラムの現状について」『矯正医学』第 61 巻

















第 59巻第 9号（2006年） 
・久保貴「法務省における性犯罪者に対する取組み―施設内処遇及び社会内処遇を中心に―」『警
察政策研究』第 10号 警察大学校警察政策研究センター編（2007年） 
・古賀雄介「制限の緩和制度についての一考察」『個別研究抄録集』日本矯正研修所（2011 年） 
・斉藤永仁「欧州三か国の刑務所を視察して―矯正医療の現場から（その一・イギリス）―」『刑




政』第 116巻 11号（2005 年） 
・斉藤永仁「欧州三か国の刑務所を視察して―矯正医療の現場から(その三・最終回)ドイツ―」










その業務と課題―」『刑政』第 122巻 11号（2011年） 
・小助川圭三「制限の緩和の運用について―現状の問題点―」『個別研究抄録集』日本矯正研修
所（2011年） 




第 58巻第 2－4号合併号 第 56回日本矯正医学会総会シンポジウム（2010年） 
・高木勇人「刑事政策講義案―第 8回施設内処遇（上）」『警察学論集』第 51巻（1998年） 
・高田修「分類制度と処遇」『犯罪と非行』第 121号（1999年） 
・滝本幸一「刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律実施上の問題」『矯正講座』龍谷
大学矯正・保護課程委員会編第 29号 （2009年） 
・田嶋義介、岩本浩史、松永桂子「PFI方式による刑務所についての研究ノート」『総合政策論
叢』第13号 島根県立大学総合政策学会（2007年） 
・只木誠「刑事施設における官民協働」『罪と罰』第 48巻 2号 （2011年） 
・田中秀樹「送出移送について」『法律のひろば』第 55巻 9号（2002年） 
・手塚分哉「美祢社会復帰促進センターの取組と刑事施設の在り方」社会復帰シンポジウム基調
報告（2008年 12月 21日） 
・土井政和「PFI関係シンポジウム第 2セクション」国際犯罪学会（2011年 8月 7日） 
・中田昌申「現代行刑史」矯正研修所高等科第 1部第 42回研修（2011年） 
・中根憲一「行刑改革―受刑者処遇の新たな展開―」『レファレンス』第 55 巻 10 号（2005 年） 
・中根憲一「矯正医療の現状と課題」『レファレンス』第 680巻（2007年） 


























生活定着支援：新しいセーフティネットの検証(第 1 弾)）」『ホームレスと社会』vol.6号 




・日笠和彦「改善指導の現状」『法律のひろば』第 65巻 8号（2012年） 
・姫田卓郎「国際受刑者移送法施行後の実施状況、問題点及びと今後の展望についてー府中刑務




に―」(宮澤浩一先生追悼論文集)『法学研究』第 84巻 9号 慶應義塾大学法学研究会（2011年） 
・深町秀樹「更生保護における自立支援：高齢・障がいにより特に自立が困難な刑務所出所者等














『刑政』第 121巻 2号（2010 年） 
・本庄武「日本における受刑者処遇理念の変遷と今後の展望」『龍谷大学矯正・保護研究センタ






ば』第 62巻 7号（2009年） 
・望月靖、加藤昌義、北村薫子 他「刑事施設における最近 10年間の疾病動向及び今後の課題に
ついて」『矯正医学』第 58 巻第 2－4号合併号（2010 年） 




『刑政』第 123巻 10号（2012年） 
・山本麻奈・松嶋裕子「性犯罪者再犯防止指導の受講前後比較による効果検証について（その二）」
『刑政』第 123巻 11号（2012年） 






政』第 123巻 1号（2012年） 
・遊佐篤史「刑事収容施設法セミナー（第二回）優遇措置について」『刑政』第 123 巻 2号（2012
年） 





























・法務省矯正局総務課「矯正予算の概要」『刑政』第 109巻 6号（1998年）、第 122巻 5号（2011
年） 
・法務省矯正局総務課職員係「矯正局の組織改編について」『刑政』第 116巻 5号（2005年） 
・法務省矯正局総務課法規係「国際受刑者移送の推進に向けて」『ジュリスト』（NO1406）（2010
年） 
・法務省矯正局総務課職員係、施設系、予算系「平成 17 年度矯正予算の概要」『刑政』第 116
巻 5号（2005年） 















































・朴永奎「医療矯正の問題点と改善方案」『矯正硏究』第 48号 韓国矯正学会（2010年） 
・박영규「矯正庁独立の必要性『少年保護研究』第 22号（2013年） 
・서창석「ソマン刑務所の被収容者と一緒に自由に向かって出発」『矯正』第 416 号（2010 年） 
・ソマン刑務所『ソマン刑務所開所 2周年記念白書』（2012年） 
・「時事常識事典」博文閣（2013年） 
・신용해「国際受刑者移送制度の導入と運用の実際」『矯正研究』第 28号（2005 年） 
・우윤근「収容施設に対する診療システムの問題点及び改善策」『2004年の国政監査政策資料集』 
国会法制司法委員会（2004 年） 





の開発のための実態調査―」刑事政策研究院 第 2011巻６号（2011年） 
・이병곤「矯正公務員法制定に関する研究」建国大学行政大学院法務学科修士論文（2010年） 
・이병태『法律用語辞書』法文ブックス（2010年） 
・이승호「刑務所の民営化に関する研究」『韓国刑事政策学会』第 12巻第 2号（2000年） 
・이영근「韓国矯正保護組織の発展の方向」『矯正研究』第 21号（2003年） 













・하상군、최응렬「民営刑務所の理論的基盤と妥当性の検討」『矯正研究』第 42 号（2009年） 
・韓錫寛「キリスト教民営刑務所の活性化方案」尚志大学大学院法学科修士論文（2009年） 
・황일호「わが国の民営刑務所の拡大方案」『矯正研究』第 48号（2010年） 





















































・総務省「行政機構図（2013 年 7月現在）」 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/gyoukan/kanri/satei_01_05.html 
・総務省報道資料（2009年 7月 1日） 
http://www.soumu.go.jp/main_content/000029302.pdf 




・内閣府「新しい公共の推進に係る各府省からの施策の聴取」法務省配布資料（2010年 9月 8日） 
http://www5.cao.go.jp/entaku/shiryou/shisakunotyousyu.html 
・日本の生活習慣病予防協会「国保 1人当たり医療費、3％増の 29万円 国保中央会集計」(2012
年 7月 26日) 
http://www.seikatsusyukanbyo.com/calendar/2012/002107.php 























・法務省「刑事施設一覧」（平成 25年 1月 15日） 
http://www.moj.go.jp/content/000113607.pdf 
・法務省「刑事施設の運営業務に係る民間競争入札事業の今後の拡大措置の方向性について」（平




・法務省定員規則（平成 13 年 1月 6日法務省令第 16 号） 
http://law.e-gov.go.jp/htmldata/H13/H13F12001000016.html 
















































・佐竹三江「医師の平均年収は 1477 万円、うち 12％はアルバイト収入」『日本経済新聞』メデ
ィカル面（2013年 9月 20 日） 
http://www.nikkei.com/article/DGXNASFK26021_W3A820C1000000/ 
・西山貴章「受刑者再犯 2 割低下、性犯罪者向け抑止講座」『朝日新聞』（2012 年 12 月 25日） 
・「総延 12 万㎡、14 年度着工/設計は東畑昭島に国際法務総合 C/法務省」『建設通信新聞地域
ニュース』4面（2013年 3 月 18日） 
・「開業医、年収 1億円と借金地獄の分かれ道 開業医の年収は勤務医の 1.7倍!でも…」『東洋
経済オンライン』（2013年 3月 8日） 
http://news.livedoor.com/article/detail/7478969/ 
・「月形刑務所で食中毒 516 人…北海道」『読売新聞』（ 2013 年 10 月 1 日）、
http://www.yomidr.yomiuri.co.jp/page.jsp?id=85528 
・「日本人受刑者初の受け入れ 70 代男性、米国から移送」『共同通信』（2006 年 4 月 28 日）
社会面、http://www.47news.jp/CN/200604/CN2006042801000362.html 
・「法務省矯正局長に西田氏」『時事ドットコム』（2013 年 1 月 18 日）ホーム面 、
http://archive.today/ODPNr  









『中央 SUNDAY FOUCUS』第 288号（2012年 9月 16日） 
・강동우「性犯罪の再発率減らすには、治療から」『中央日報』（2012年 9月 22日）社会面 
・고규석「検察庁の独立予算編成、矯正庁の新設検討」『항도新聞』（2009年 9月 29日） 
・구본홍「矯正庁独立設置・運営しなければなら」『내일新聞』（2005年 5月 23日）社会面 
http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=102&oid=086&aid=000001935
1 
・「[国監]刑務所の医師太不足...精神科医無」『共感言論 NEWSis』（2011 年 10 月 6 日）社会
一般面 
 http://www.newsis.com/article/view.htm?cID=&ar_id=NISX20111006_0009396956 
・권주만「性犯罪者の心理治療を並行して下さい」『中央日報』（2012 年 7 月 26 日）ノーカット
ニュース面 
http://article.joins.com/news/article/article.asp?total_id=8874617 
・김길원「25 歳未満、未婚の性犯罪者の再犯の危険性高い」『聯合ニュース』（2012 年 7 月 26
日）社会面 




・김병군「性欲抑制薬、性到着症には成功率低い」『釜山日報』（2012年 10月 15日）生活面 
http://news20.busan.com/controller/newsController.jsp?newsId=20121015000040 





・김재현「性暴力犯罪 4年間で倍急増」『ヘラルド経済』（2013年 3月 21日）ニュース検察面 
  http://biz.heraldcorp.com/view.php?ud=20130321000304 
・김지은「加害者矯正プログラム 40～100時間わずか、再犯防げるのか疑問」『韓国日報』（2012
年 9月 9日）6面 
・김충남「性暴力事犯の割合、総受刑者の 11％」『文化日報』（2008年 5月 27日） 
・김혜영「性犯罪者たちも“助けにならない”治療プログラムの何が問題」『韓国日報』（2012




年 10月 5日）政策寄稿面 
・노지현「性衝動抑制薬、すでに一般人に施術」『東亜日報』（2012年 8月 29日）社会面 
http://www.korea.kr/celebrity/contributePolicyView.do?newsId=148744795 
・노지현「性衝動抑制薬、すでに一般人に施術」『東亜日報』（2012年 8月 29日）社会面  
・문주형「性暴力の専門検査官、教育受けなくても自身を持っているか」『ジェミン日報』（2012
年 10月 4日）総合面 
・민상식・채상우「無期囚オ・ウォンチュンにかかる費用は」『ヘラルド経済』（2013 年 1 月
17日）ニュース面 
http://biz.heraldcorp.com/view.php?ud=20130117000222 
・민태원 「高騰する老人医療費...1人当たり年間 311 万円」『国民日報』（2013年 8月 11日）
クッキーニュース面 
http://news.kukinews.com/article/view.asp?page=1&gCode=kmi&arcid=0007453497&cp=nv 






・박인옥「国内の犯罪社会的費用年 158 兆.. GDP16.2％に該当」『ファイナンシャルニュース』
（2011年 2月 21日） 
http://www.fnnews.com/view?ra=Sent1201m_View&corp=fnnews&arcid=00000922231026&cDate
Year=2011&cDateMonth=02&cDateDay=21 
・박주연「精神病のせいではなく“弱者”を狙うだけ」『週刊京鄕』第 846号（2009年 10月 20
日）社会面 
http://newsmaker.khan.co.kr/khnm.html?mode=view&code=115&artid=200910151616401&pt 





・박준우、장병철「性犯罪の 3 大特徴...近所の人、再犯、ポルノ狂」『文化日報』（2012 年 9
月 14日）社会面 
・손영일「米国から国内の刑務所に移動したが、懲役 3年より...青天の霹靂」『週間東亜』（2008
年 6月 5日）社会面 
http://news.naver.com/main/read.nhn?mode=LSD&mid=sec&sid1=102&oid=037&aid=0000005236 





・송지희「ソマン刑務所、入所者収容手続き違反」『法報新聞』（2011 年 12 月 5 日）特別企画
面 
http://www.beopbo.com/news/articleView.html?idxno=68468 
・신은진「性暴力、一日平均 52 件発生、ソウルは 425 人に 1 人の割合で被害」『メディカルト
ゥデイ』（2012年 10月 19 日）政策面 
・심성미「再犯率“0”に挑戦...日差しがよい開かれた刑務所」韓国経済新聞（2012 年 3 月 14
日）社会面 
http://www.hankyung.com/news/app/newsview.php?aid=2012031472301 




・양보혜「専門家、薬物治療 性犯罪の再発防止効果少ない」『Healthlog』（2012年 9月 12日） 
 http://www.koreahealthlog.com/news/newsview.php?newscd=2012091100047 
・오승주、김성은「ロリータの根絶に化学的去勢よりも強い奴がいる」『マネートゥデイニュ
ース』（2012年 9月 3日）社会面 
http://www.mt.co.kr/view/mtview.php?type=1&no=2012090314451260243&outlink=1 
・이동훈「科学的に解明してみる性犯罪」『韓国日報』（2012年 10月 9日）ISSUE & TREND面 
http://popsci.hankooki.com/Article/ArticleView.php?UID=1008506 
・이사야「ポルノ・家父長的な性文化・低申告率のせい」『国民日報』（2012 年 8 月 31 日）社
会面 
・이시우「性犯罪再犯率 45％...矯正を強化する必要があり、教育時間不足・出所後、関連する
プログラム全くない」『慶南道民日報』（2012年 7月 27日）社会面 
・이언경「魂の殺人、児童性犯罪...再発を防ぐ方法は」『チャンネル A』（2012年 9月 4日） 
http://news.ichannela.com/3/03/20120904/49105394/1 
・이재걸「国内初の性衝動薬物治療、今は、性倒錯症男性、治療 2年目、生活の安定」『（夕刊）
明日新聞』（2012年 8月 28日）20面 
・이혜민「何卒私を止めてください」『週刊東亜』第 848号（2012年 7月 30日）社会面 
http://weekly.donga.com/docs/magazine/weekly/2012/07/30/201207300500013/20120730050
0013_1.html 
・임주영「法務部、海外の先進犯罪防止政策ベンチマーク『聯合ニュース』（2011 年 6月 7日） 
・장예진「性暴力犯罪者 12 人のうち、同種の前科者」『聯合ニュース』（2012 年 9月 27日） 











・「法務部の政務的判断、国会とコミュニケーションが必要 」『나눔ニュース』（2009 年 9 月
23日） 
http://www.jwp615.com/sub_3/index.html?mode=read&uid=8640&start 





ング』（2012年 9月 18日）政策寄稿面 
http://www.korea.kr/celebrity/contributePolicyView.do?newsId=148739695 
・최영지「処罰が強化すれば、性暴力犯罪の予防になるか」『女性主義ジャーナルイルダ』（2012
年 9月 5日）社会面 
http://www.ildaro.com/sub_read.html?uid=6138&section=sc1 
・한설비「性犯罪者治療プログラム形骸化」『MKニュース』（2012年 8月 23日）総合面 
・홍효식「性暴力犯罪の予防や薬物治療に関する公聴会―化学的去勢の拡大だけでは性犯罪減ら
すことができない、専門家たちは精神治療を一緒にしなければ」『女性新聞』（2012 年 9 月
14日）社会面 
・ 韓国の宗教別の教勢の状況」『donga.com』（2010年 9月 18日） 
http://mlbpark.donga.com/bbs/view.php?bbs=mpark_bbs_bullpen09&idx=728897 










・警察庁『平成 23年上半期の犯罪情勢』（平成 23年 9月） 
・警察庁『平成 24年上半期の犯罪情勢』（平成 24年 9月） 
・警察政策フォーラム「性犯罪者の再犯防止を考える」（2011年 12月 14日） 
・警察庁丙生企発第 2号、丙地発第 3号、丙刑企発第 1号、丙捜一発第 1号「子ども対象・暴力
的性犯罪の出所者による再犯防止に向けた措置の実施について」（平成 23年 1月 13日） 
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・財務省主計局「治安・司法関係」（平成 20年 10月）資料Ⅱ-10-3 
・財務省主計局「医療経済実態調査報告（平成 21年 6月実施）（平成 22年 11月） 
・内閣府「高齢化の状況」『平成 25年版高齢社会白書』（2013年） 










・法務省法務総合研究所『平成 22年、平成 23年、平成 24年版犯罪白書』  
・法務省・保護局「性犯罪者処遇プログラムの実施について」（平成 17年 12月 14日） 
・法務省報道発表資料「刑事施設における性犯罪者処遇プログラム受講者の再犯等に関する分析
結果について」（平成 24年 12月 21日） 
・法務省矯正局の関係者のインタビュー（2012年 5月 30日）、（2012年 10月 31日） 
・「島根あさひ社会復帰促進センターの概況」参観時の説明資料（2012年 5月 24日） 
・「播磨社会復帰促進センターの概況」参観時の説明資料（2012年 5月 25日） 
・「栃木刑務所」参観時の説明資料（2013年 7月 5日） 




・法務部犯罪予防政策局報道資料「電子足輪最長 30 年まで満たす」（2010年 3月 31日）  
・法務部犯罪予防政策局報道資料「7 月 24日性衝動薬物治療制度の施行」（2011 年 7 月 24 日）  
・法務部犯罪予防政策局報道資料「性衝動薬物治療も実施！―16歳未満の被害者対象の性犯罪か
らすべての被害者対象の性犯罪者へ」（2013年 3月 18日）  
・法務部国外訓練資料「性犯罪者治療プログラムの効果的な活用方法の研究―米国ノースカロラ
イナ州のプログラム（S、O、A、R）を中心に」（2010年）  





























・法務部矯正本部分類審査課「2012 年受刑者分類処遇運営実態分析及び 2013 年分類処遇業務推
進計画」（2013年） 
・法務部矯正本部医療課『業務現況』（2011年） 




・「健康保険法」第 49条、第 49条第 4号の違憲確認請求審判、憲法裁判所全員裁判部 
・ソウル高等裁判所 2013 年 4 月 24 日判決、事件 2012 누 35636 号（第 1 審判決、ソウル行政裁
判所 2012구합 23211号 
・憲法裁判所 2009年 6月 25日判決、 2007헌바 25号、判例集 21巻 1集 784～819） 
・南部刑務所矯正心理治療センター紹介資料（2013年） 
・法務部矯正本部社会復帰課「性犯罪者の教育担当者の電話インタビュー」（2012 年 9月 18日） 
・法務研修院企画課担当者電話インタビュー（2013年 11月 27日） 
 
関連法令など（日本） 
・「医療法施行規則」第 38 条 
240 
 
・「矯正医官修学生資金貸与法」昭和 36 年 3 月 31 日法律第 23 号（最終改正：昭和 45 年 4 月 1
日法律第 13号） 
・「刑事収容施設規則」第 54条、第 62条 
・「刑務官の職務の執行に関する訓令」平成 18年 5月 23日（法務省矯成訓第 3258号） 
・構造改革特別区域法（平成 14年 12月 18日法律第 189号） 
・「国際受刑者移送法」第 2条 5号、2条 6号 
・「受刑者の集団編成に関する訓令」矯成訓第 6473号（平成 21年 12月 8日） 
・「受刑者の集団編成に関する訓令の運用について」（依命通達）矯成第 720 号（平成 24 年 3
月 30日）、同別表 2「犯罪傾向の進度の判定基準」 
・「受刑者の生活及び行動の制限の緩和に関する訓令の運用について」（依命通達）法務省矯成
第 3322号（平成 18年 5月 23日） 
・「受刑者の優遇措置に関する訓令」法務省矯成訓第 3323号（平成 18年 5月 23 日） 
・「受刑者の優遇措置に関する訓令の運用について」（依命通達）法務省矯成第 3002 号（平成
23年 5月 23日） 
・「受刑者の各種指導に關する訓令」第 4 条、第 5 条 矯総訓第 3361 号（平成 19 年 5 月 30 日） 
・「受刑者の生活及び行動の制限の緩和に関する訓令」法務省矯成訓第 3321号（平成 18年 5月
23日） 
・「受刑者の生活及び行動の制限の緩和に関する訓令の運用について」（依命通達）法務省矯成
第 3007号（平成 23年 5月 23日） 
・「性犯罪受刑者の処遇調査の実施について（通知）」矯成 4701 矯正局成人矯正課長通知（平
成 20年 8月 4日） 
・「性犯罪再犯防止指導を受講する受刑者の移送について（依命通達）」（平成 20年 4月 1日）
矯成 2220矯正局長依命通達 
・「性犯罪再犯防止指導を受講する受刑者の移送についての運用について（通知）」（平成 20
年 4月 1日）教成 2222矯正局成人矯正課長通知  
・「性犯罪再犯防止指導の調整プログラムの実施について（通知）」（平成 21年 3月 30日）  
教成 1467矯正局成人矯正課長通知  
・「性犯罪者処遇プログラムの効果検証のための追跡調査の実施について（通知）」（平成 19
年 7月 3日）教成 4023矯正局成人矯正課長通知 
・立川市総合政策部「立川基地跡地昭島地区における国際法務総合センター（仮称）の整備につ
いて」（平成 19年 9月 13 日） 
・「内閣府設置法」第 40条 2、49条、「国家行政組織法」第 3条、第 8条の 3 
・「犯罪をした者及び非行のある少年に対する社会内における処遇に関する規則」第 28（仮釈放









・「大韓民国政府とインド共和国政府との間の受刑者移送条約」2012 年 6 月 18 日（条約第 2093
号） 
・「大韓民国とベトナム社会主義共和国との間の受刑者移送条約」2010年 8月 30日（条約第 2020
号） 
・「大韓民国と中華人民共和国との間の受刑者移送条約」2009年 8月 5日（条約第 1959号） 
・「大韓民国とモンゴルの間の受刑者移送条約」2008年 8月 23日（条約第 1905 号） 





・「刑を言い渡された者の移送に関する条約」2005年 11月 1日(条約第 1747号） 
・「刑執行法」第 40条（収容者の意思に反する医療措置）、第 57条 






施設名 年月日 施設名 年月日 
千葉刑務所 2011年 7月 1日 国立精神･神経医療研究センター 2012年 7月 26 日 
岡山刑務所 2011年 7月 25 日 京都刑務所 2012년 8월 6일 
岡山少年院（有生塾） 2011年 7月 25 日 京都医療少年院 2012年 8月 7日 
岡山県立成徳学校 2011年 7月 26 日 京都更生保護施設 2012年 8月 8日 
播磨社会復帰促進センター 2011年 8月 5日 横浜刑務所 2012年 10月 25日 
大阪刑務所 2011年 8月 8日 東京拘置所 2012年 11月 13 日 
大阪医療刑務所 2011年 8月 8日 府中刑務所 2012年 11月 14 日 
喜連川社会復帰促進センター 2011年 10月 13 日 東京拘置所 2013年 2月 23 日 
被害者支援都民センター 2012年 1月 24 日 府中刑務所 2013年 5月 7日 
横浜刑務所 2012年 5月 13 日 喜連川社会復帰促進センター 2013年 5月 9日 
府中刑務所 2012年 5月 22 日 東京拘置所 2013年 5月 29 日 
島根あさひ 社会復帰促進センター  2012年 5月 24 日 栃木刑務所 2013年 7月 5日 
播磨社会復帰促進センター 2012年 5月 25 日 笠松刑務所 2013年 7月 31 日 
東京拘置所 2012年 5月 30 日 岐阜県更生保護施設（光風荘）  2013年 8月 1日 
東京拘置所 2012年 6月 25 日 岐阜刑務所 2013年 8月 1日 
市原刑務所 2012年 7月 6日 東京拘置所 2013年 10月 12 日 
東京拘置所 2012年 7月 21 日 川越少年刑務所 2013年 11月 9 日 
 
